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予算特別委員長  木付 親次   

 

１ 日 時 

   令和４年３月１４日（月） 午前１０時００分から 

                午後 ２時５５分まで 

 

２ 場 所 

   本会議場 

 

３ 出席した委員の氏名 

   木付親次、大友栄二、志村学、井上伸史、吉竹悟、清田哲也、今吉次郎、 

阿部長夫、太田正美、後藤慎太郎、衛藤博昭、森誠一、井上明夫、鴛海豊、 

三浦正臣、古手川正治、嶋幸一、元吉俊博、成迫健児、浦野英樹、高橋肇、 
木田昇、羽野武男、二ノ宮健治、守永信幸、藤田正道、原田孝司、小嶋秀行、馬場林、 
尾島保彦、玉田輝義、平岩純子、吉村哲彦、戸高賢史、河野成司、猿渡久子、堤栄三、

荒金信生、麻生栄作、末宗秀雄、小川克己 
 
４ 欠席した委員の氏名 

   阿部英仁 
 
５ 出席した執行部関係者の職・氏名 

   生活環境部長 磯田健、商工観光労働部長 高濱航 ほか関係者 

 
６ 会議に付した事件の件名 

   別紙次第のとおり 
 
７ 会議の概要及び結果 

（１）第１号議案令和４年度大分県一般会計予算、第５号議案令和４年度大分県中小企業設備   
導入資金特別会計予算及び第６号議案令和４年度大分県流通業務団地造成事業特別会計予 
算について審査を行った。 

 
８ その他必要な事項 

   な し 
 
９ 担当書記 

   議事課委員会班  主任       飛鷹真典 
議事課委員会班  課長補佐（総括） 冨高徳己 
議事課委員会班  副主幹      白岩賢一 
議事課議事調整班 主査       吉野美穂 



予算特別委員会次第 

 

日 時：令和４年３月１４日（月）１０：００～ 

場 所：本会議場               

  

  

１ 開  会 

 

 

２ 歳出予算審査 

（１）生活環境部関係 

①予算説明    

②質疑・応答 

（２）商工観光労働部関係 

   ①予算説明 

   ②質疑・応答 

 

 

３ 閉  会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

大友副委員長 ただいまから、本日の委員会を

開きます。 

 それでは、この際、付託された予算議案を一

括議題とし、これより生活環境部関係予算の審

査に入ります。 

 執行部に申し上げます。 

 説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡潔

かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、生活環境部関係予算について説明

を求めます。 

磯田生活環境部長 第１号議案令和４年度大分

県一般会計予算のうち、生活環境部に関する予

算について御説明します。 

 お手元の令和４年度生活環境部予算概要の３

ページをお開きください。 

 令和４年度生活環境部当初予算（一般会計）

の概要ですが、各施策の基本方針を中心に御説

明します。 

 まず、１のおおいたうつくし作戦の推進につ

いてです。 

 豊かな天然自然を守り、地域資源を活用した

取組を進めるとともに、プラスチックごみの削

減や、２０５０年カーボンニュートラルの実現

に向けた緩和策の推進に加え、気候変動への備

えを加速します。 

 その下、２の安全・安心を実感できる暮らし

の確立についてです。 

 交通安全については、横断歩道でのマナーア

ップや自転車の安全利用を推進します。また、

消費者の安心については複雑多様化する消費者

トラブルの未然防止対策を強化します。加えて

飲食店での新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止に取り組みます。 

 次に、右側４の多様な主体による地域社会の

再構築についてです。 

 地域コミュニティ機能を維持していくため、

地域の課題を住民や行政とともに解決すること

ができるＮＰＯとの協働を進めるとともに、小

規模集落等の水問題解決に向けた取組を支援し

ます。 

 次に、５の強靱な県土づくりと危機管理体制

の充実についてです。 

 近年の度重なる自然災害に対応するため、民

間活力や先端技術等を活用した、より実効性の

ある防災・減災対策を推進します。また、災害

時要配慮者の避難を支援する仕組みづくりや、

個人や家庭での防災の日常化を推進するため、

防災教育・啓発を強化します。 

 その下、６の女性が輝く社会づくりの推進に

ついてです。 

 大分県版地方創生を確実に進めるため、男女

がともに責任を分かち合い、個性と能力を十分

に発揮できる社会の実現を図ります。 

 また、技術や技能を持った女性人材を育成し、

安定的な雇用につなげるとともに、次世代を担

う女性の科学技術人材の育成に向けた支援等を

行います。 

 最後に、７の生涯にわたる力と意欲を高める

「教育県大分」の創造についてです。 

 ＩＣＴ活用教育の充実など、私立学校の教育

条件向上につながる取組への支援をはじめ、情

報化社会における青少年及び保護者等の情報モ

ラル・リテラシーの向上に取り組みます。 

 次に、５ページの令和４年度生活環境部予算

です。 

今回お願いしている生活環境部の当初予算額

は、表の左から２列目予算額（Ａ）の上から３

番目の計欄１２５億７，４７１万４千円です。 

右から２列目の３年度当初予算額（Ｂ）の計

欄にある１３０億８，７８３万５千円と比較す

ると、額にして５億１，３１２万１千円、率に

して３．９％の減となります。 

 続いて、当部の個別事業の概要について御説

明します。 

１７ページをお開きください。 

事業名欄の二つ目、優しいマナーと思いやり



- 2 - 

の運転県おおいた推進事業費、予算額は６４５

万２千円です。 

 この事業は、交通事故を抑止するため、幅広

い年代に向けた交通安全対策を実施するもので

す。高齢者への交通安全体験講座等を実施する

とともに運転免許証の自主返納を支援します。 

また、交通マナーアップ対策として、横断歩

道での停止率の向上に向けて、歩行者とドライ

バー双方が思いやりの心を伝え合う取組を展開

します。 

次に、３０ページをお開きください。 

事業名欄の二つ目、地域気候変動対策推進事

業費５，２７５万５千円です。 

 この事業は、２０５０年カーボンニュートラ

ルの実現に向け、さらなる排出削減による温暖

化緩和の取組とともに、気候変動の影響に対す

る適応策を充実させるものです。 

緩和策については、新たに学生地球温暖化防

止活動推進員制度を創設し、若年層による温暖

化防止活動の普及啓発を強化します。 

また、地域特性をいかして脱炭素に取り組む

脱炭素先行地域の創出に向け、次世代型再エネ

設備導入等を含む調査・検討を行うなど、県有

施設等における脱炭素化を進めます。 

次に、３３ページをお開きください。 

事業名欄の二つ目、「山の日」レガシー推進

事業費１，３００万円です。 

 この事業は、第５回山の日記念全国大会を契

機に豊かな自然を守り、次の世代に引き継ぐた

めの取組を展開するものです。 

希少野生動植物の保全活動等を行う団体に対

して必要な経費を補助するとともに、コロナ禍

でのアウトドア志向の高まりを誘客につなげる

ため、山や海、川のアクティビティやキャンプ

場等のアウトドア情報に特化したウェブサイト

を開設し、情報を発信します。 

次に、４６ページをお開きください。 

女性が輝くおおいたづくり推進事業費２，７

３７万８千円です。 

 この事業は、女性が活躍でき、男女が共に働

きやすい社会の実現を図るため、女性が輝くお

おいたアクションプランに基づき経済団体等と

連携し、各種取組を進めるものです。 

 無意識の思い込みを解消し、女性の活躍を推

進するため、アンコンシャス・バイアス気づき

発信プロジェクトとして、企業に対する研修や

啓発等を実施します。また、男性の家事参加を

促進するため、パートナーシップ、男性の家事

力ＵＰ推進セミナーを実施します。 

次に、５５ページをお開きください。 

事業名欄の一つ目、私学振興費３７億８，６

７１万１千円です。 

 少子化進行に伴い生徒数が減少する中、私立

学校においては、特色ある教育活動のさらなる

充実が求められています。 

そのため、この事業では、私立学校の教育条

件の維持向上と経営の健全性の確保等を図るた

め、県内の私立高等学校などを設置する学校法

人等に対し、経常的経費等の一部を助成するも

のです。 

このような取組を通じ、学校法人が行う魅力

ある私立学校づくりを支援します。 

次に、５７ページをお開きください。 

事業名欄の下から二つ目、私立学校理工系女

子育成支援事業費７４９万２千円です。 

 女子生徒の理工系分野への興味・関心を醸成

するため、身近なロールモデルである県内企業

や大学で活躍する女性と接する機会を設定する

ものです。 

県内企業及び大学へのバスツアーや、理工系

の女性社員との交流会を実施するほか、保護者

等を対象とした地区別講演会を行います。 

次に、６６ページをお開きください。 

事業名欄二つ目の「安心はおいしいプラス」

認証制度推進事業費４，９８１万４千円です。 

 この事業は、飲食店における新型コロナウイ

ルス感染症の拡大を防止するため、第三者認証

制度を実施するものです。 

認証店舗における感染防止対策状況の現地確

認を行い、対策が不十分である場合には改善指

導により、認証制度の質を維持します。  

また、新たに認証を取得する店舗の現地調査

や、認証店舗の利用を促すための広報啓発を行

います。 
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次に、７９ページをお開きください。 

事業名欄の三つ目、小規模集落等水源整備支

援事業費２，４００万円です。 

この事業は、小規模集落等の水問題を解決す

るため、新たな水源確保等に取り組む市町村に

対して補助するものです。 

困窮度が高く早急な整備が必要な地区の施設

整備を行う市町村に対する補助を行うことによ

り、生活の基盤となる水を確保し、地域の活力

維持につなげていきます。 

次に、８８ページをお開きください。 

事業名欄の一つ目、廃棄物不法投棄防止対策

事業費９，９３２万９千円です。 

この事業は、不法投棄による環境汚染を防止

するため、廃棄物の撤去や不法投棄の防止に取

り組むものです。 

 不法投棄多発エリアには、先端技術を活用し

た不法投棄防止対策としてＡＩカメラを導入し

ます。リアルタイムで不法投棄を覚知し行為者

を特定することにより、早期の被害回復や再発

の防止につなげていきます。 

次に、９９ページをお開きください。 

人権施策推進事業費４０９万６千円です。 

この事業は、社会が多様化する中で発生する

様々な人権課題を解決するため、人権尊重施策

基本方針に基づく取組を推進するものです。 

基本方針の重要課題の一つである性的少数者

への理解促進については、調査研究会の開催に

より課題や施策について議論を深めることとし

ています。 

次に、１０５ページをお開きください。 

事業名欄の二つ目、地域防災力強化支援事業

費３，９６２万６千円です。 

 この事業は、地域防災力の強化に向けた基盤

づくりや、地域に根ざした防災活動を促進する

ものです。 

防災活動の要となる防災士の養成やスキルア

ップ研修を行うほか、早期避難のための災害時

要配慮者向けマイ・タイムラインの普及、住民

や福祉施設の避難訓練の支援に取り組みます。 

次に、事業名欄の三つ目、防災テクノロジー

活用推進事業費１，２８４万円です。 

 この事業は、自然災害が激甚化する中、災害

対応のさらなる高度化を図るため、先端技術の

活用に取り組むものです。 

 大分県防災への先端技術の活用に関する検討

会の意見等を踏まえ、おおいた防災アプリへの

マイ・タイムライン作成機能の追加や、大分県

災害対応支援システムとＳＮＳ情報との連携な

どを行います。 

大友副委員長 以上で説明は終わりました。 

 この際、委員の皆さんに申し上げます。 

 これより質疑に入りますが、質疑は付託され

た予算議案に対する内容にとどめるとともに、

説明資料名、ページ及び事業名等を明らかにし

てください。 

 質疑の方法は、一人一括問答方式となってお

り、質疑は、関連質疑も含め一人５分以内、再

質疑は２回までとなっているので、要点を簡潔

にお願いします。 

 執行部の皆さんに申し上げます。 

 答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。 

 事前の通告者が１１名います。 

それでは、順次指名します。 

木田委員 大きく二つの事業についてお尋ねし

ます。 

 まず、予算概要３０ページの地域気候変動対

策推進事業費についてです。 

 一般質問でも議論がありましたが、ノーマイ

カーウィークの取組、エコ通勤割引制度の普及

促進、パークアンドライド等の移動手段におけ

るカーボンニュートラルに対する事業の予算は

この中に含まれるのか教えてください。 

 運輸部門対策における宅配１回受け取りキャ

ンペーン委託料が計上されています。これまで

の取組を通じて、再配達率の減少にどの程度効

果が見られるのか教えていただきたい。また、

今後の宅配袋の普及促進と言うか、普及割合の

目標設定があるのか教えていただきたいと思い

ます。 

 次に、３１ページの３Ｒ普及推進事業費です

が、海洋プラスチックごみの対策についてお尋
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ねします。 

 本県が、海洋プラスチックごみを出さない取

組の強化を図ることは当然だと思いますが、海

岸に漂着するごみには、明らかに県外からのも

のもあると感じています。 

例えば、瀬戸内圏域の県で漂着ごみの取組に

ついて情報共有し、各県で必要な対策を検討す

る機会を設けられないのか。この事業でプラス

チックごみ削減推進協議会開催経費も計上され

ていますが、この予算の中で対応できるのか教

えてください。 

宮澤うつくし作戦推進課長 地域気候変動対策

推進事業費についてお答えします。 

 御質問のノーマイカーウイークの取組、エコ

通勤割引制度の普及促進、パークアンドライド

などの移動手段におけるカーボンニュートラル

に対する事業の予算は、いずれも地域気候変動

対策推進事業費の中に交付、啓発等の経費とし

て見込んでいます。 

 次に、宅配１回受け取りキャンペーンについ

てですが、令和３年度は実証実験で３００人の

モニターを募り、１か月半実施しました。  

モニターのアンケートにより、実験前は３割

以上が再配達でしたが、実験中は１３％、１割

強まで再配達が減少したことが分かりました。

このことからも、再配達の削減には効果がある

と考えています。 

 来年度は、再配達が多かった２０代と３０代

の世帯に対象を絞り、モニター数を拡大した上

で実証実験を行います。 

 宅配バッグの普及割合の目標数は定めていま

せんが、令和４年度までの成果をしっかり分析

して、宅配バッグの普及について改めて検討し

ます。 

嶋﨑循環社会推進課長 海岸漂着ごみの対策に

ついては、当課が海岸漂着物地域対策推進事業

で実施しているので、私からお答えします。 

 本県が令和元年度に行った海岸ごみの組成調

査では、人工ごみの約７割を占めるプラスチッ

ク類のうち約８割が陸域由来、約２割が海域由

来であり、その半分の約１割がカキ養殖用パイ

プでした。 

 こうしたことから、海洋プラスチックごみ対

策としては、その大部分を占める陸域での発生

抑制を図ることが重要であると考えていますが、

海域由来のごみについては県外のものか、正確

には確認できていません。 

しかしながら、本県は瀬戸内海地域の府県市

で構成している瀬戸内海環境保全知事・市長会

議に構成員として参加しています。海洋プラス

チックごみ問題についても、各自治体と情報共

有し、対策を検討していきます。 

木田委員 移動手段の確保によって、ぜひ頑張

っていただきたいと思います。大分はどうして

もドアツードアの移動手段になるし、通勤時間

帯はほとんどが１人１台の状況だから、事業所

や交通機関と協力して取組の強化に努めていた

だきたい。 

 宅配の関係ですが、私は集合住宅に住んでい

て、ドライバーに聞くと、明らかに駐車場に車

がなくても自宅まで届けに行くそうです。行く

ことが前提なので、ほとんどが再配達になると

思います。宅配袋を置いているお宅はまだかな

り少ないと思うので、これを広めることができ

れば相当ドライバーの負担軽減にもなります。 

今、インターネットの買物が非常に増えてい

る中、ドライバー不足も深刻で、そういった方

の働き方改革を考えると、宅配袋を置くだけで

環境とあわせて相当改善できる取組であると思

います。 

 まだ検証段階ですが、明らかに効果はあると

思うし、市町村との協力も必要だと思います。

何らかの助成をするのか分からないですが、助

成をしないとなかなか宅配袋は普及していかな

いと思います。皆さんは分かると思いますが、

そういった社会的な貢献をする意味合いもある

ので、今後、やっぱり助成制度も考えながら普

及を広めていくことにつなげていただきたい。 

 海洋プラスチックごみも、瀬戸内の広域の府

県市で情報共有していただけるということで、

大変ありがとうございます。何かの場でお伝え

しましたが、海岸清掃のボランティアに月１回

行っていますが、そこで拾っているごみは、さ

きほどお話しした養殖関係のごみがかなり多い
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です。 

テレビ番組で、北九州市の海岸清掃ボランテ

ィアが同じごみを拾っているのを見ました。各

県、各地域で同じごみを拾っていて、これはど

こから出ているのかを対策しないと。養殖手法

の改革などに取り組まれていると思いますが、

そういうごみがあることは各県共有して、具体

的な対策をやるべきだと思うので、さきほどの

広域でのデータ共有をして取り組んでいただき

たいと思います。要望です。（「関連」と言う

者あり） 

藤田委員 さきほどの地域気候変動対策推進事

業費の関連ですが、移動手段のカーボンニュー

トラル化についてです。 

マイカー通勤とエコ通勤割あるいはパークア

ンドライド等の予算も地域気候変動対策推進事

業費に含まれて取り組むということでしたが、

やはり取組をもっと強化する必要があると考え

ています。 

一般質問でも言いましたが、今、県内６圏域

のうち４圏域で地域公共交通計画ができていま

す。大分市も公共交通計画を作り、パブリック

コメントを募集していて、各市町村も交通計画

を立てています。この地域公共交通計画は、法

的に行政も事業者も住民もこれを尊重しなけれ

ばいけないと定められています。必ず取り組ま

なければならない中で、住民にアプローチする

には、やはり地球温暖化対策の観点で訴えるこ

とが、一番普及力があると思います。 

そういう意味で、地域公共交通計画ができて

いる今が、取組を重点化するポイントだと思っ

ています。そこで交通政策課、市町村との連携

をどのように考えられているのかが一つ。 

 あと、企業に対しても生産活動でのＣＯ２排

出だけではなく、そこで働く人たちの通勤手段

によるＣＯ２排出の抑制の観点で、もっとアプ

ローチできる気がしますが、その辺の取組を考

えているのかお伺いします。 

宮澤うつくし作戦推進課長 移動手段の転換の

促進について、御質問いただきました。 

 地域の交通利用促進計画の策定に基づき、公

共交通機関を利用しやすい環境づくりの促進に

ついては、我々が作っている実行計画の中でも

設けています。 

引き続き、交通政策課や市町村等との連絡会

議を通じて、取組を深めていきたいと考えてい

ます。同様に企業で働いている方への働きかけ

という意味でも広報、啓発等を通じて呼びかけ

ていきたいと考えています。 

藤田委員 今、本当に新型コロナウイルスや燃

油高で事業者も大変ですが、ちょうど脱炭素の

観点でとても大事な時期だと思うので、交通政

策課など部局の枠を超えて連携し、ぜひ積極的

な取組をお願いします。 

堤委員 まず１点目は、さきほど来からの話で、

地域気候変動の問題です。 

 県でも２０５０年までにＣＯ２の削減を目指

す実行計画を策定して、様々な課題等をやって

いると思いますが、現状はその目標どおりに進

んでいるのか。 

 二つ目には、１１０ページの高機能消防指令

センター共同整備支援事業費の関係です。 

 これは１１０番通報の一元的処理をするセン

ターの共同整備等の予算で、広域化と違うこと

は分かります。しかし、県民の中には出動の遅

れにつながることなどを危惧する方もいますが、

そこはどう対応するのか。 

 最後に、人権の関係で９７ページの部落差別

解消推進事業費について。 

委託料として、いまだに約８２０万円の補助

金を出しています。成果が求められていないよ

うな、出ていないようなものに何で予算を使う

のか。決算特別委員会でも予算特別委員会でも

ずっと言っています。他県からもらった資料や

インターネットで調べてみたけれども、取り立

てて皆さんが言うような差別事象だというもの

じゃない。 

 そういうことは、管理者に注意するとか一般

施策の中から人権啓発をしていけば済むだけで、

部落問題を最前面に出す必要は全くない。こう

いう形でお金を出していますが、やはり一般施

策としてやるべきであって、いまだにその運動

団体に委託で払うのは税金の無駄遣いです。こ

れは直ちにやめるべきだと思います。 
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宮澤うつくし作戦推進課長 地域気候変動対策

推進事業費についてお答えします。 

 県では、令和３年３月に第５期大分県地球温

暖化対策実行計画を策定しました。 

家庭や業務、運輸の３部門において、基準年

度である２０１３年度比で２０３０年度までに

どれくらいＣＯ２を削減するかといった目標を

設定しています。 

 進捗状況ですが、２０３０年度の目標に対す

る２０１８年度の排出実績で申し上げます。家

庭部門は目標であるマイナス３９％に対してマ

イナス４５．６％の削減、業務部門は目標であ

るマイナス４０％に対してマイナス３９．４％

の削減、運輸部門は目標であるマイナス２８％

に対して４．２％の増加となっています。 

 運輸部門のみ基準年度から増加しており、こ

れは県内における自動車の保有台数が増加傾向

にあることなどが原因だと分析しています。 

 ただ、家庭、業務、運輸の３部門の合計で見

ると、目標であるマイナス３５％に対してマイ

ナス２４．５％の削減と、ここまでは順調に削

減できていると認識しています。 

三股消防保安室長 高機能消防指令センター共

同整備支援事業費についてお答えします。 

 １１９番通報は、現在でも通報位置や災害発

生現場を絞り込み、地図を表示するなどの方式

が導入されていますが、今回整備する共同通信

指令センターでは、位置の絞り込み精度がさら

に向上することが見込まれます。また、必要に

応じて通報場所を所管する消防本部がセンター

と通報者とのやり取りを確認でき、迅速な位置

の絞り込みを行う仕組みを整える予定です。 

 さらに、災害等で一時的に通報が集中しても

処理する回線や対応職員数が増え、つながりや

すくなります。加えて、指令担当職員は大分市

だけではなく、各消防本部から地理に明るく経

験を積んだ職員を優先して派遣するとともに、

職員の研修、訓練によるスキルの向上を図り、

位置情報の的確な把握に努めます。 

 なお、センターの指令を受けて現場で対応す

るのは現状と変わらず、各地域の消防職員や消

防団員であり、今より遠方から出動することに

なるわけではありません。また、早期に現場を

把握することで、迅速な消防本部間の応援も可

能となります。 

御手洗審議監兼人権尊重・部落差別解消推進課

長 部落差別解消推進事業費に関してお答えし

ます。 

 平成２８年に施行された部落差別解消推進法

は、現在もなお部落差別は存在すると明記して

おり、地方公共団体も部落差別の解消に資する

施策を講じることとされています。また、令和

２年に法務省が公表した部落差別の実態に係る

調査結果報告書でも、差別の実態が報告されて

います。 

 県の責務である部落差別解消のためには、関

係地域の事情に詳しい団体に事業を委託するこ

とが効果的と考えています。５年に１回実施し

ている県民意識調査では、差別意識を持ってい

る人がいると回答している割合が、調査ごとに

僅かですが減少しています。 

 一方で、いまだに４割近くの方が差別意識を

持っています。近年は、インターネットでの悪

質な差別的書き込みが増大しており、容易に削

除できない状況です。差別の拡散に苦しんでい

る方も実際にいます。 

 こうしたことを踏まえ、引き続き部落差別解

消推進事業を実施する必要があると考えていま

す。 

堤委員 運輸部門については、車が増えればそ

ういう状況になると思います。 

国連は基本的に２０１０年度比でという方向

ですが、日本政府だけが２０１３年度比で出し

ている。大分県も多分それで方向性を出してい

ると思いますが、運輸部門のＣＯ２削減は大事

だから、ぜひそこら辺は力を込めて対応してく

ださい。 

 消防センターについて、やっぱりどうしても

消防の広域化だと思ってしまう。もともと計画

の中に広域化という言葉が入っていて、その言

葉が独り歩きしてしまう問題があるが、センタ

ーの集中化は県民にとってどのような利便性が

あるのか。また、自動化が進むから今までより

早く現場に到達できるという部分は、ぜひもっ
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と多く知らせていかないと、なかなか県民に浸

透することはないから、その点はどのように広

報していくか。 

御手洗審議監に聞きますが、インターネット

で確かにそういう書き込みがあって、それを放

置しなさいと言っているわけではない。一般施

策の中から解決すればいいじゃないかと。管理

者にちゃんと忠告すればいいわけです。８２０

万円を使ってやるべき中身でもない。これは全

国の問題だから。総務省が実態はあると言った

としても僅かな件数じゃないですか。それを殊

さら挙げて、大問題にして８２０万円を出して

いる。同じ金額が、ここ１０年以上続いていま

す。そんな委託は本来あり得ないでしょう。ほ

かの事業を見てください、減額とかしているで

しょう。この部落問題だけ、運動団体だけずっ

と同じ金額が続けて出されているわけです。  

そういう点では、全く進捗がない状況じゃな

いですか。若干下がっていたという説明でした

が、こんなものはいい加減やめるべきだと本当

に思います。 

 それと、今度条例が変わるよね。その中で、

部落差別解消に特化すべきじゃないという意見

が審議会でも多数を占めている。 

今回の条例改正、部落差別解消推進の問題に

ついて多数を占める意見をなぜ参考にしないの

か、僕は非常に疑問に思います。 

これについて、最後に伺います。 

御手洗審議監兼人権尊重・部落差別解消推

進課長 インターネットに関しての差別的な

書き込みは本当に増えていて、こういったもの

を当事者が大変不安に思っています。こういっ

た実際にある事象を何とか解決したい、私ども

もこういったことは非常に大切なことだと思っ

ています。 

 また、条例改正に関しては審議会のほか、堤

委員や猿渡委員などと一緒に意見交換もさせて

いただきました。いろんな方の意見をお聞きし

た上で、この部落差別解消は人権問題の原点で

あるので、県としてしっかりと対応していきた

いと判断して、このような体制とすることにし

ました。 

三股消防保安室長 消防通信指令共同化の広報

についてお答えします。 

 現在、消防通信指令共同化の対応方針等につ

いては、県のホームページで詳細に周知してい

ます。来年度には整備内容が固まり、システム

開発等を進めていく段階に来ているので、この

ような県の取組に加えて各市町村に対しても、

今後の共同運営に対する理解が進むよう、広報

紙やケーブルテレビ等を活用した周知を働きか

けているところです。 

今後も、分かりやすい広報に努めます。 

堤委員 審議監に再度。インターネットで増え

ているのなら８２０万円はいらないじゃないで

すか。どんどん減っているなら分かるけど、な

ぜそういうことをするのか。 

 もう一つは審議会の意見の中で、部落差別解

消推進の運営に基づくとして冠にすることは、

違和感を覚えると言っている方がほとんど。何

でそれを参考にしないのか、再度聞きます。 

御手洗審議監兼人権尊重・部落差別解消推

進課長 最近の情勢も含めて、インターネッ

トに関する事象が増えていることについては、

やはりこの条例改正にもつながりますが、私ど

もは重要事項と考えています。また、条例改正

については総合的に判断し、部落差別問題を文

言として入れることとしています。 

猿渡委員 まず、予算概要の４５ページ、女性

に対する暴力防止推進事業費についてです。 

 新規事業について、具体的な内容を説明して

ください。それと、さきほど部長の予算のポイ

ントの説明にも暴力の根絶に向けた教育や啓発

に取り組むと言われましたが、加害者に対して

の更生プログラムが重要だと思います。 

その点、どのように取り組んでいくのか。関

係機関と連携しながら取り組んでいくことは重

要だと考えます。その点の取組についてお聞き

したいのが１点目。 

 ２点目は、４６ページの女性が輝くおおいた

づくり推進事業費について、企業支援としてア

ンコンシャス・バイアス解消に向けた普及啓発

に取り組むことは非常に重要だと思います。こ

の具体的内容について、説明してください。あ
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わせて、今、性的少数者が１０人に１人いると

言われています。あらゆる項目、取組の中に男

性や女性という観点で取り組んでいることを感

じます。男性や女性という観点ではなく、やは

り性別は二つではなくグラデーションだと言わ

れています。その性別を問わない観点が大事で

はないかと思いますが、その点どうなのか。 

 ３点目に１０５ページ、おおいた防災・減災

対策推進事業費についてです。 

 医療的ケア児者に対する非常用電源購入費の

助成の予算案が出ていますが、障がい者や団体

から、避難所にも医療的ケア児のための非常用

電源が必要ではないかという御意見が上がって

います。その点、避難所での対応についてどう

考えているのかお聞かせください。 

 もう１点追加で、これは通告していませんが

２番目の項目と関連します。９９ページの人権

施策推進事業費について、性的少数者の理解促

進についての予算が上がっていますが、これは

大変大事な問題で、性的少数者に対しての理解

促進を具体的にどのように進めていくのか。そ

のときに、やはりいろんな施設のトイレの問題

も非常に大事で、具体的な改善が必要かと思い

ます。関係者、当事者の御意見も反映しながら

取り組んでいくことが必要かと考えますが、ど

うでしょうか。 

佐藤県民生活・男女共同参画課長 私から、二

つお答えします。 

 まず一つ目、女性に対する暴力防止推進事業

費です。 

 この新規事業は、性犯罪・性暴力被害者支援

の一環として実施している医療費、カウンセリ

ング費用、弁護士費用等の助成について、精神

科の受診費用を助成対象に加えるものです。 

現在は、被害後の性感染症検査等のための産

婦人科等での受診に係る費用を医療費の対象と

しており、また、恐怖や不安などをケアするた

めのカウンセリング費用も公費で負担する経済

的支援を行っています。 

 しかしながら、被害者の心理的外傷を軽減す

るためにはカウンセリングだけではなく、早期

に精神科受診が必要なケースもあるので、今回

精神科受診に要する経費を公費負担の対象とし

たいと考えています。 

 対象経費としては初診料、診察料、検査料、

診断書料、再診料などを想定しています。 

 次に、加害者に関する取組ですが、現在国に

おいてＤＶ加害者プログラムを試行実施してお

り、その効果検証を行う予定なので、現在その

動向を注視しています。 

 二つ目の女性が輝くおおいたづくり推進事業

費です。 

新規事業のアンコンシャス・バイアス気づき

発信プロジェクトは男女共同参画プランに基づ

いていますが、この男女共同参画プランの基本

的な理念は、性別にかかわらず誰もがその個性

と能力を発揮できる社会を実現することです。 

 長年にわたり、人々の中に形成された固定的

性別役割分担意識や固定観念、無意識の思い込

み――アンコンシャス・バイアスに気付き、行

動してもらうため、まずは職場における事例を

見つけ出して深掘りし、その結果を広く周知し

たいと考えています。 

 具体的には、女性活躍推進宣言企業に対して

ｅラーニングを活用したアンコンシャス・バイ

アスへの理解を深めるセミナーを実施し、その

後、セミナーで学んだことを踏まえ、身の回り

の事例を共有してよりよい対処方法についてワ

ークショップ形式の意見交換会を行います。さ

らに、ワークショップを通じて整理した様々な

事例のいくつかを、県民向けに分かりやすく伝

える動画も作成して発信します。 

首藤防災対策企画課長 おおいた防災・減災対

策推進事業費についてお答えします。 

 現在も、市町村が避難所に非常用電源を整備

する場合、整備に要する経費に対し３分の１の

助成を行っています。来年度からは新たに要配

慮者の避難所となる福祉避難所での整備に対し

ては、補助率をかさ上げして２分の１を助成す

ることとしています。 

 今後も早期避難を促進するため、医療的ケア

児をはじめ、誰もが躊躇しない避難所づくりを

進めていきたいと考えています。 

御手洗審議監兼人権尊重・部落差別解消推
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進課長 性的少数者の理解促進についてお答

えします。 

 昨年から調査研究会を立ち上げて、少しずつ

議論を進めていますが、若者や教育、今後の啓

発の在り方、必要な支援などの議論をして、今

年の秋頃に報告書をまとめる予定です。 

 中でも、啓発では性的少数者のアンコンシャ

ス・バイアスもあると思います。自分の周りに

はいないとか、好きになるのは異性が当たり前

だということがアンコンシャス・バイアスなん

だと、啓発の中で皆様に理解していただきたい

と思っています。 

 具体的な支援については、トイレの問題など

もあるかと思いますが、これからの調査研究会

の中で議論していきたいと思います。 

猿渡委員 今の性的少数者の調査研究会は、ど

んな方がメンバーに入っているのか、当事者な

どもいるのか教えてください。 

昨日、たまたま入ったお店には男性、女性ト

イレのほか、その真ん中にユニセックスと書い

ているトイレがあり、そういうものが広がって

いくといいなと思いました。私自身も、非常に

おじさん化しているなと思ったりしますが、そ

ういうグラデーションという認識の下に取り組

んでいくことが必要だと、その辺をぜひ、あら

ゆる分野で広めていただきたいと思います。 

もう１点は、避難所の関係ですね。非常用電

源を備えている避難所がどの程度あるのか教え

てください。 

御手洗審議監兼人権尊重・部落差別解消推

進課長 性的少数者の調査研究会のメンバー

ですが、多方面の方から意見をお聞きするため、

１１人に委員をお願いしています。当然、当事

者支援団体とかＡＰＵのＣｏｌｏｒｓという学

生の代表、自治員や老人クラブ連合会、企業や

団体、学校関係や公認心理師などがメンバーと

なっています。 

首藤防災対策企画課長 避難所への非常用発電

機の整備についてですが、補助金ベースで申し

上げると、今年度は竹田市や豊後高田市への整

備がありました。ただ、避難所は全部で１，２

８７か所ありますが、ここに非常用発電機を整

備しているか、現時点では把握していません。 

原田委員 予算概要１９ページに市町村避難所

運営等強化事業費、１０５ページにはおおいた

防災・減災対策推進事業費と、避難所運営に関

する予算が付いています。避難所運営に関する

三つの課題について、皆さんにお伺いします。 

 早いもので、熊本地震から６年になります。

あのとき、私の住んでいる別府市でも避難所が

開設されました。そのときに、自治体職員には

大きな負担をかけているなと感じました。みん

な準備はしていましたが、自分たちの地域で実

際の運営はなかなかできるものではありません

でした。その後、福祉保健部から、地域住民が

主体となって取り組む避難所運営訓練が必要で

はないかと進められ、私もいくつか参加しまし

た。 

本当にやるだけの価値はあると思ったし、私

の行ったところでは、地区別の受付だけではな

く障がいのある方、けがをしている方、病気の

方、外国人留学生や旅行者の方に対する窓口を

つくって丁寧にしていました。 

 ちょっと前にも話しましたが、避難所で窃盗

があった想定で、警察官が駆けつけるところま

でやった実行委員会の人に話を聞いたら、やる

まで不安だったけれど、やってみて私たち自身

のマニュアルができたと言っていました。避難

所の訓練は絶対必要だと思うし、その考えをお

聞きします。 

 二つ目が、熊本地震のとき自家用車での避難

――いわゆる車中泊の避難が本当に多かった。

公民館の中でパーテーションを作っていました

が、なかなかプライバシーの確保ができず、そ

のときに車で泊まると言った方がいて、それか

ら続々と車中泊が増えて、公民館の駐車場では

対応できなくなりました。 

近くの宗教団体の駐車場をお借りすることが

できて、車の方はそっちでやってくださいと。

私たちはエコノミークラス症候群が心配だった

ので、注意してくださいと話をしたら、シート

を倒して量販店で売っているマットレスみたい

なものをそこに敷いて寝る方がいました。みん

なそれはいいなと言ってまねするようになりま
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した。そのとき、車中泊だからどこでも避難で

きるじゃないかと思いましたが、やっぱり避難

されている方は避難所じゃないと水とかおにぎ

りが支給されないと言うわけですよね。 

 だから、いわゆる自家用車での避難所を指定

する必要があると思うので、見解をお聞きした

いと思います。 

 三つ目はペット同伴の避難についてです。 

飼っている人にとってペットは家族ですが、ほ

かの人にとっては迷惑なものになりがちです。

今、ペット同伴の避難については動物愛護セン

ターでも引き受けてくれる話を聞きましたが、

それぞれの地域での避難するときのペット同伴

について、ぜひ御見解をお聞きかせください。 

河野生活環境企画課長 市町村避難所運営等強

化事業費について、２点お答えします。 

 まず、地域住民が主体となって取り組む避難

所運営訓練の市町村との連携についてです。県

では、平成２９年度から市町村職員だけではな

く、地域の自主防災組織を一堂に集め、避難所

の運営ルールやレイアウトを作成するワークシ

ョップを実施してきました。また、令和２年度

からは各市町村に出向き、実際の避難所を活用

し、市町村や自主防災組織、防災士を対象にコ

ロナ禍における避難所運営のポイントや女性の

視点による避難所運営の課題等について研修を

行うとともに、避難者の受入訓練を行っていま

す。 

 訓練実施の際には、実施市町村以外の市町村

にも声をかけ、見学者を募り、市町村職員を対

象とした避難所対策会議を通じて、マンパワー

不足などの課題や住民参加型の避難所運営訓練

の実施状況等についても情報共有を図っていま

す。 

 続いて、ペット同伴の考え方についてお答え

します。 

 災害時にペットを同伴して避難所に避難する

ことは可能です。ただし、避難所内で人とペッ

トが同一の居住スペースで生活することはでき

ません。県の避難所運営マニュアル策定のため

の基本指針では、ペットの同行避難について、

動物が苦手な避難者や動物アレルギーがある避

難者等に配慮しつつ、居住スペースとは別に飼

育スペースを設置するようになっています。 

 委員からも話があったとおり、県では動物用

ケージを動物愛護センター等で保有していて、

市町村から要望があればすぐに手配できる体制

を整えています。 

 ペット同行避難の考え方については、避難所

対策検討会議で市町村の職員に対し、毎年周知

しています。 

首藤防災対策企画課長 自家用車での避難につ

いてお答えします。 

 平成２８年の熊本地震では、車内で避難生活

を続けたため、エコノミークラス症候群を発症

し、災害関連死を招いたケースがありました。

また、車中泊による避難者は移動することもあ

るので、現状を把握することが難しく、自治体

による支援や物資の配給が困難となる可能性が

あるため、本県では避難所における車中泊を推

奨していません。 

 国の指定避難所に関する指針にもこのことは

明記されておらず、現在、県内市町村が指定す

る避難所では、自家用車内での避難を前提とす

る避難所はありません。 

 なお、さきほど猿渡委員の御質問の際、指定

避難所の数を１，２８７か所とお答えしました

が、直近のデータでは１，２７２か所です。 

お詫びして訂正します。 

原田委員 エコノミークラス症候群の危険性も

よく分かりますが、実際そこを乗り越えようと

してマットレスの話をしましたが、そういった

工夫やキャンプ用品を持ち込む人もいました。

そういったことが実際にはあることを考えてお

く必要があると思います。 

いわゆる指定されたところを決めて、そこで

周知して、危険性について呼びかけるやり方等

もあると思ったので、課題として受け止めてい

ただければと思います。 

玉田委員 ３点質問します。 

 予算概要３０ページの地域気候変動対策推進

事業費について、その中の脱炭素先行地域の創

出に要する経費について、目的と具体的な内容

について伺います。 
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 それから、２点目が３２ページの生物多様性

保全推進事業費の、特にカモシカの生息状況の

調査について、それと第３次生物多様性おおい

た県戦略の方針についてお伺いします。 

 それから３点目、７９ページの小規模集落等

水源整備支援事業費について、目的と具体的な

内容を伺います。 

 １点目と３点目についてはさきほど部長から

説明がありましたが、もう少し踏み込んで詳し

く教えていただければと思います。 

宮澤うつくし作戦推進課長 地域気候変動対策

推進事業費のうち、脱炭素先行地域の創出につ

いてお答えします。 

 この脱炭素先行地域の創出については、国の

支援制度を活用して県有施設等の脱炭素化を図

り、地域への展開を促していく。それにより２

０５０年カーボンニュートラルを実現すること

を目的としています。 

 具体的には豊後大野市の大分県立農業大学校

と農林水産研究指導センター、別府市にある花

き（かき）グループなどの施設を対象として、

再エネ設備の導入やエネルギー管理の一元化な

どを進めていくことで、これらの施設の電力消

費に伴うＣＯ２排出の実質ゼロを目指していく

ものです。 

 また、農業大学校の農地や加温ハウスなどに

再エネ設備等を試験的に設置することで、農業

生産との両立の可能性についても検証します。 

 令和４年度は、対象施設における再エネ設備

導入等の調査を実施し、その調査結果を踏まえ

て農地等での再エネ設備等の導入実証を行う予

定です。 

大海自然保護推進室長 生物多様性保全推進事

業費についてお答えします。 

 まず、この事業の目的ですが、豊かな自然と

生態系を次世代に引き継ぐため、希少野生動植

物の保護や特定外来生物の防除等を推進すると

ともに、生物多様性への理解促進を図ることで

す。 

 事業の具体的内容ですが、令和４年度につい

ては希少野生動植物の保護、特定外来生物の防

除、県の生物多様性保全の基本方針の策定等を

行います。希少野生動植物の保護については、

県内１７頭と推定されているカモシカの保護対

策に取り組みます。 

 具体的には、登山者や狩猟者などからカモシ

カの目撃情報を収集するとともに、生息が見込

まれる地域へのセンサーカメラの設置等による

生息状況の把握に努めます。また、集客施設で

のポスター掲示やチラシの配布など、カモシカ

保護に向けた啓発を行います。 

 生物多様性保全の基本方針策定に関して、第

３次生物多様性おおいた県戦略を策定します。

これまでの基本目標である、豊かな自然と人間

とが共生するふるさとおおいたの創造をベース

として、生態系等の保全と持続可能な利用、豊

かな生物多様性の未来への継承などを盛り込ん

でいく予定です。 

中田環境保全課長 小規模集落等水源整備資源

事業費について御説明します。 

 まず事業の目的ですが、公営水道の整備が困

難な小規模集落等において、生活用水に水量や

水質不良などの問題が生じています。地域の活

力を維持するために、生活の基盤となる水の確

保に取り組んでいる市町村に対して助成する事

業となっています。 

 続いて具体的な内容ですが、新たな水源の確

保や取水設備の新設、ろ過設備の設置やこれら

に付随する施設整備に対する支援を実施するも

のです。 

 補助率ですが、県の補助率は２分の１で補助

の上限は新規水源の確保工事で６００万円、そ

の他ろ過設備の設置等については５００万円を

想定しています。 

玉田委員 ありがとうございました。まず一つ

目の地域気候変動対策の件ですが、知事の提案

理由説明の中には、農業大学校の農地や加温ハ

ウスに太陽光発電設備を試験的に設置とありま

した。さきほどの課長の答弁に関して、農業セ

ンターと花きグループもやるということでよろ

しいですか。 

 この件については、入学生のモチベーション

も非常に高まると思うので、ぜひ積極的に進め

て県内の農業生産の現場に広げていってほしい
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ので、確認させてください。 

 それから、２点目の生物多様性保全推進事業

費について、この関係については先日の地元紙

でも記載されていました。 

２０１０年だったと思いますが、ニホンジカ

が増えてニホンカモシカが減っていると。当時

は他県の事例で、日光の近くの足尾山地で１９

９０年以降、ニホンジカとニホンカモシカが置

き換わった事例が報告されていました。そうい

う報告もありましたが、保護計画を基に具体的

に事業を実施する時期は２０２３年度ぐらいの

想定ということでいいでしょうか。 

また、当該地域は祖母・傾・大崩ユネスコエ

コパークのエリアなので、生物多様性の観点か

ら、ニホンカモシカが絶滅することは非常に大

きなことであり、そういう思いでしっかりと戦

略も含めて取り組んでほしいと思うので、よろ

しくお願いします。 

 それから、小規模集落についてはよく分かり

ました。従来あったものの継続と思いますが、

これまでと違う点があれば、その点について教

えてください。 

宮澤うつくし作戦推進課長 再エネ設備設置に

ついては農業大学校で検討中です。農林水産研

究指導センター等については、一つの施設群と

してエネルギー管理の一元化を図る対象として

考えています。 

大海自然保護推進室長 カモシカの保護に関す

る来年度の事業等について、御説明します。 

 カモシカについては、さきほど申し上げたよ

うに１７頭と推定されていますが、具体的な生

息状況などははっきり分かっていません。 

来年度は、目撃情報等に基づいてカメラを設

置し、どこにいるのかの把握に努めます。それ

により、餌場などの場所が分かればもろもろの

対策が打てると思います。 

あわせて、啓発も含めてしっかりやっていき

ます。 

中田環境保全課長 小規模集落等水源整備支援

事業の、これまでとの相違点を御説明します。 

 これまでは、市町村が水問題でお困りの地域

を把握し、整備計画に基づいて計画的に支援を

行ってきました。ただ、例えば、令和２年７月

豪雨などの突発的な災害の際に優先順位が変わ

った地域もあり、市町村からはそういった柔軟

な対応も必要との意見を伺っています。 

今後はそういった柔軟な対応とともに、新た

な水源を確保する事業に限定し、設備の更新等

は市町村の補助制度等を活用していただくこと

としています。新たな水源を必要とするところ

を優先的に取り組んで進めていきます。 

玉田委員 ありがとうございました。生物多様

性の件で、最後に一つだけ。 

 報道によると、獣医師との連携や植生の回復

や保護区の指定等を行うとありましたが、これ

は２０２３年度からスタートするイメージです

か。 

大海自然保護推進室長 それについては、まず

は来年度に調査を行い、調査の結果を踏まえて

その次の年度から具体的な事業が始まるように

なると思います。 

小嶋委員 私からは３点お伺いします。 

 まず１点は、予算概要１７ページの優しいマ

ナーと思いやりの運転県おおいた推進事業費で

す。 

 部長の説明にもありましたが、交通マナーア

ップ対策に要する経費として、歩行者とドライ

バー双方の思いやりを促す取組を展開するとい

うことです。費用的に、トータルでは昨年予算

より１．６倍ぐらい出ており、マナーアップに

ついては３５０万円ぐらいが計上されています。 

県下全域でこの話を進めれば、３５０万円で足

りるのかということもありますが、歩行者とド

ライバー双方の思いやりを促す取組の具体的な

イメージができないので、この件についてもう

少し御説明ください。 

 また、私もドライバーですが、黄信号から赤

信号に変わっているのに猛スピードで交差点の

中に突っ込む車両が多く見かけられます。こう

いう車両への対策も必要だと思うので、その点

に関してお願いします。 

 それから３点目ですが、１０５ページの地域

防災力強化支援事業についてです。 

 この件に関しては、毎年いろいろ議論されて
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いますが、防災士の認証を目指して学習してい

る高校生が資格を取得する希望がある場合、そ

の受験費用の一部助成は可能なのか、この点に

ついてお聞かせください。 

河野生活環境企画課長 優しいマナーと思いや

りの運転県おおいた推進事業について、２点お

答えします。 

 まず、具体的な取組内容についてです。 

 この事業は、歩行者事故の防止を目的として

横断歩道でドライバーと歩行者の双方が手を挙

げる、会釈をするなど、相手に思いやりや感謝

の気持ちを伝え合う行動を促すための取組を進

めるものです。 

 具体的には、県民の心を動かし共感を得る、

ストーリー性のある動画を制作し、若者を対象

としてＹｏｕＴｕｂｅやＳＮＳ、県ホームペー

ジ等で情報発信を行います。あわせて、スロー

ガンのシンボルマークをデザインしたハンカチ

やチラシ等を制作し、街頭活動で配布するなど

の啓発も行います。 

 この事業を通じて、県民に思いやりの心を醸

成し、横断歩道でのマナーアップを定着させ、

歩行者事故の防止を図ります。 

 次に、黄信号で交差点を猛スピードで通過す

る車両への対策についてお答えします。 

 黄信号は原則停止しなければならないと規定

されています。本県では、過去に県民運動とし

てイエローストップ運動を推進してきた経緯も

ありますが、現在は事業所や学校等に交通安全

教育講師を派遣する交通安全教育や高齢者を対

象とした参加体験型の交通安全講座を通じ、県

民に対し信号を守るなど交通ルールの遵守を呼

びかけています。 

 引き続き、県警や関係機関、団体とも緊密に

連携し、県民の交通ルール遵守の徹底を図りま

す。 

首藤防災対策企画課長 地域防災力強化支援事

業についてお答えします。 

 本事業では事業名にあるとおり、地域防災力

強化のために防災士養成研修を実施しています。 

この研修は受講者が、地域における平時の啓

発活動や災害時の避難誘導などの防災活動に、

防災リーダーとして活躍していただくために実

施しているものです。 

 このため、受講料など防災士の資格取得に要

する経費を市町村と折半して、全額公費で負担

しています。手続は、市町村が自主防災組織な

どの推薦で受講者を取りまとめているので、受

講を希望する場合は、本事業の趣旨にかなうも

のかを地元の自主防災組織や市町村に御相談い

ただくことになります。 

小嶋委員 マナーアップについて、私もドライ

バーとして極力気をつけているつもりですが、

大分市内は結構幅が広い横断歩道もあって、し

まったということが１日に１回か２回必ずある

ぐらいです。 

 さきほど課長から答弁があったように、双方

が手を挙げるとかよく注意するとかの対策を取

って、これが定着すれば私はだんだん減ってく

るのかなと。 

言いたいのは、やっぱり歩行者に手を挙げて

いただくということ。この動きがあると必ず気

付くようになるし、横断歩道が手前にあったら

ドライバーも注意するようになっていくと思い

ます。大分県はストップ率がまだ低いらしいの

で、チラシやＹｏｕＴｕｂｅで定着をさせてい

くのに、５か年計画ぐらいで数字を上げていた

だきたい。ぜひ努力をしていただきたいと思う

ので、この点よろしくお願いします。 

 それから、２点目の交差点の中に突っ込んで

いく車。毎朝、私は子どもの誘導で立っていま

すが、歩車分離式のところでも私が立っている

ところからすると、赤になって歩行者が歩き始

めているのに右折する車が突っ込んでいくこと

が結構あります。 

これは、ドライバーのマナーの問題と思うの

で、このマナーに訴えるところをぜひ、それも

何かの形で運動化して取り組めると思うので、

さきほどのマナーアップと含めて、ＹｏｕＴｕ

ｂｅやチラシを作るならそれでお願いします。 

 それから地域力の問題については、私は私学

振興の観点からも、生活環境部に努力していた

だきたいと思います。もちろん、地域のリーダ

ー養成が主な課題であることは事実で、私もよ
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く知っていますが、これから高校生が卒業して、

そのとき防災士の資格を持っていれば、地域や

会社、組織の中で役に立つので、ぜひここは検

討を進めていただきたい。 

要望です。よろしくお願いします。 

河野生活環境企画課長 マナーアップの関係と

黄信号でのマナーアップの取組についてお答え

します。 

 今年、警察庁が４３年ぶりに横断歩道で手を

挙げるという教則を改正し、昨年６月に５か年

計画である第１１次大分県交通安全計画を策定

しています。その中にも、横断歩道では手を挙

げることを明記しています。市町村にもしっか

りとこの計画を遵守するようお願いし、また、

警察関係機関とも連携しながら手を挙げるとい

うことを推進します。 

さきほど説明した動画制作の中では、こうい

った取組を盛り込んで、県民の皆様にしっかり

と啓発をしていきます。 

それから黄信号の関係ですが、ここについて

も信号無視の観点からだけではなく、前方不注

視、速度超過といろいろ交通違反があるので、

我々としてはしっかりと県民の皆様が総合的に

交通ルールを守ることを徹底してもらうよう進

めていきます。 

 特に、交通安全教育講師派遣事業や高齢者向

けの交通安全の講座を設けているので、黄信号

を守ることも含めて様々な交通ルールの遵守を

呼びかけます。 

守永委員 三つの事業に関連して、トータル四

つほど伺います。 

 まずは予算概要の２９ページ、豊かな水環境

保全推進事業費についてです。モデル河川にお

けるごみ実態調査委託料等とありますが、河川

の名称と委託先について教えてください。これ

は何年か継続した取組のようですが、モデル河

川でどのくらいの継続年数なのか教えていただ

ければと思います。 

 次に、６５ページの食の安全・安心推進事業

費についてですが、新規事業で自然毒由来の食

中毒対策に要する経費が計上されています。具

体的にどのような自然毒を対象として普及啓発

をするのか、検査体制の整備の具体的な内容に

ついても伺います。 

 それと、食の安心確保対策に要する経費とし

て、リスクコミュニケーション等を実施とあり

ますが、どのようなことをしているのか、消費

者からの反応について伺います。 

 もう一つが予算概要の６７ページ、動物愛護

協働推進事業費についてです。さくら猫プロジ

ェクトは県下でどれくらいの取組事例があるの

か、猫の屋外飼育となるわけですが、トイレの

しつけ等で迷惑がられている実態がないのか教

えてください。 

宮澤うつくし作戦推進課長 豊かな水環境保全

推進事業についてお答えします。 

 このモデル河川は筑後川、大分川、大野川、

犬丸川の４河川です。また、委託先については

ＮＰＯやおおいたうつくし推進隊など地元で日

頃から清掃活動を行っている団体を予定してい

ます。 

 また、ごみ実態調査の事業については令和４

年度限りの事業と考えています。ただ、調査手

法はどの団体でもできると考えているので、令

和５年度以降は県内の様々な団体で取り組んで

いただけるよう進めていきます。 

大隈食品・生活衛生課長 食の安全・安心推進

事業費について、２点お答えします。 

 どのような自然毒を対象として啓発するのか

についてですが、今年度、キノコであるツキヨ

タケを原因とした食中毒が発生したため、来年

度は毒キノコに対する啓発を行うこととしてい

ます。 

また、検査体制の整備の具体的内容について

ですが、自然毒の中でも毒キノコの鑑別は特に

困難であるため、成分検査からの鑑別が可能と

なるように検査試薬を新たに購入し、衛生環境

研究センターに配置し、検査体制の整備を始め

るものです。 

 続いて、リスクコミュニケーションについて

ですが、消費者に食の安全に関する事業者の取

組や行政の制度などについて意見交換を行って

いただくことで知識を深めていただき、自ら判

断する力を身に付けていただいています。 



- 15 - 

 令和３年度は若年層をターゲットとして別府

大学と連携し、食品表示や食物アレルギーに関

するリスクコミュニケーションを行い、消費者

の理解促進を図りました。また、消費者からの

反応等についてですが、１４７名の学生に参加

いただき、適切な表示について詳しく学べた、

今後は自分で安全な食品を選択したいなどの意

見をいただいています。 

 令和４年度は、これらの取組に加え、ＳＮＳ

などに溢れている食に関する様々なフェイクニ

ュースに流されず、正しいものを判断し、食品

を選択する力を身に付けるよう食の安全・安心

セミナーを開催する予定です。 

 続いて、動物愛護推進事業費のさくら猫プロ

ジェクトについては、もともと地域にいる野良

猫の繁殖制限を目的に一旦保護し、不妊去勢手

術を行い、もとの地域に戻し、地域で管理を行

う取組です。 

 令和２年度は１２市８６０頭、令和３年度は

３月９日時点で１４市１，１００頭に実施しま

した。トイレのしつけ等で迷惑がられる状況に

関して、野良猫の保護は地域住民の理解を得た

上で市町村に登録したボランティアが行ってお

り、餌やりやふん尿の清掃等の管理をしてもら

うなど、できるだけ迷惑がかからないようにし

ていただいています。 

守永委員 ありがとうございます。モデル河川

の状況など分かりました。４河川ということで

すが、この豊かな水環境保全推進事業は令和４

年のみということでしたが、継続的な取組につ

ながるよう、ぜひお願いします。 

 あと、自然毒由来の食中毒対策について、特

に毒キノコについてはなかなか見分けが――キ

ノコそのものの判別がしづらいので、チラシ等

で分かるような工夫がされるのか、もし何か具

体的な取組があれば教えていただきたい。 

 リスクコミュニケーションについて、来年度

に向けてはＳＮＳでのフェイクニュースに流さ

れないようにセミナーを実施するということで

すが、コロナ禍でどういう取組になるのか。ち

ょっと不安な要素はあるでしょうが、予定とし

てはどういう取組で、会場や人数的な呼びかけ

の範囲はどうなのか教えてください。 

 さくら猫プロジェクトについては、野生猫の

減少が狙いなのは分かりますが、地域で取り組

もうと議論したときのトイレの問題。公園を使

って飼育するとしても、その公園の砂場は衛生

管理ができているのか、子どもを遊ばせるのか

というのがどうしても地域の課題になってしま

います。そこを解消できた地域が事例としてあ

れば教えてください。 

大隈食品・生活衛生課長 まず、毒キノコの件

ですが、特に食中毒が多いツキヨタケは今年度

もありました。 

一番私が言いたいのは、確実に判断できない

キノコは食べないでほしいということです。取

らない、食べない、売らない、人にあげないと

いうキーワードがありますが、そういうチラシ

を配布しようと思っています。 

 続いて、リスクコミュニケーションについて

ですが、大勢となるとお互いの意見交換が難し

いので、グループごとのワークショップ形式と

して、その中でも理解が深まるようにクイズな

ど、楽しみながらできないかと考えています。 

 最後に、さくら猫プロジェクトのトイレの関

係ですが、さきほど御説明したように、この件

は市町村に登録するボランティアが行い、各市

町村でルールをつくるわけですが、基本的にそ

ういう管理ができることを条件にしています。  

一方で、ハードルをあまり上げ過ぎると、今

いる野良猫が繁殖手術をしないままどんどん増

え続けることもあるので、そこら辺は難しいと

ころですが、今のところ苦情はありません。 

守永委員 毒キノコにしてもリスクコミュニケ

ーションにしても、実際どう対応すべきなのか

多くの方に周知することが大事です。 

さきほどのチラシに関しても、怪しいキノコ

は食べないと意識付けることが大事だと思いま

す。その辺、多くの方に普及できる取組を要望

としてお願いします。 

高橋委員 三つの事業についてお尋ねします。 

 予算概要の３１ページ、３Ｒ普及推進事業費

の中の食品ロス削減の推進についてです。これ

は減らすべきものですが、事業所によっては賞
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味期限寸前のものだけを集めて安く売るコーナ

ーを設けるといった取組をしているところもあ

ります。消費者側からすれば、できれば期限は

長いものを買いたいのが正直なところだと思い

ます。 

 ここに、消費期限切れの購入促進などを消費

者や事業者と連携して取り組むと書いています

が、具体的なこの中身について、どういうこと

を今考えているのか教えてください。 

 次に、４４ページの安全・安心まちづくり連

携推進事業費の子どもの連絡所について、以前

もちょっとお聞きしましたが、現在の子ども連

絡所がどういう設置状況になっているのか。  

シールを貼ってあるが転居して家主がいない

とか、シールだけが残っているところもちらほ

ら見受けられます。そういうところの現在の状

況、それを含めて見える化の実施とはどういう

ことなのか。それから、利用する子どもたちへ

の周知について、子ども連絡所はどういうとこ

ろかという周知も必要だと思いますが、そこら

辺はどうなっているのかお尋ねします。 

 ３点目が、１０６ページの防災行動定着促進

事業費です。 

 疑似体験ツールの活用も含めて、これまでの

取組の成果と課題をどう考えているのか。それ

から昨年の予算は３，７００万円ほどで今年度

は１，５００万円と、これは多分疑似体験ツー

ルの部分で、ある程度当初の目的が達成したの

で予算をかなり縮小したのかと思いますが、そ

の理由を教えていただければと思います。 

宮澤うつくし作戦推進課長 ３Ｒ普及推進事業

費の中で、食品ロスについてお答えします。 

 確かに委員御指摘のとおり、消費者側には消

費期限の長いものを買いたい気持ちがあると思

います。ただ、食品ロス削減の観点から、すぐ

に使う場合には意識的な購入を促したいと考え

ているため、昨年度からスーパーなどの小売店

と連携して期限切れ間近の商品の購入を促進す

るＧＯＯＤＣＨＯＩＣＥで食品ロスゼロキャン

ペーンを実施しています。 

 今年度はイオン九州、コープおおいた、トキ

ハインダストリー、マルミヤストアの４事業主

７５店舗、セブンイレブン１８２店舗の商品棚

等にポップを設置して、消費者への意識啓発を

行っています。また、昨年１０月には消費者団

体や事業者、行政や関係者で組織する大分県食

品ロス削減推進協議会を立ち上げており、連携

して取り組んでいます。 

 日常の買物の仕方を考えることが食品ロスの

削減につながり、ひいては地球温暖化の防止に

つながるので、自らできる行動として来年度も

引き続き参加店舗を増やして消費者の意識啓発

に取り組みます。 

佐藤県民生活・男女共同参画課長 安全・安心

まちづくり連携推進事業について、お答えしま

す。 

 子ども連絡所の設置状況については、毎年度

警察本部で調査し、その把握に努めていると聞

いています。令和２年度末で総数は２万２，５

３６か所となっており、主な内訳は、一般家庭

が１万１，２３３か所、店舗・事務所が７，０

１６か所となっています。これを令和元年度末

と比較すると、総数で１，３２３か所の増加と

なっています。 

 シールはあるが、住民が不在となっている状

況の把握については、学校関係者や防犯協会が

進めています。昨年度は、一般家庭で２，６７

１か所、１９．２％の減少となっていますが、

全てを完全に把握するまでには至っていないと

のことです。県では、子ども連絡所の見える化

を進めており、昨年度と今年度は大きく目立つ

のぼり旗を各年度２千枚配布し、いざというと

きに子どもが駆け込みやすい環境づくりを進め

ています。令和４年度は、現場からの声を受け

てカラーコーン２，２００個を準備したいと考

えています。 

 次に、子どもたちへの周知については、令和

元年１２月策定の通学路等における児童等の安

全の確保に関する指針に基づき、学校関係者や

警察、地域住民など地域全体による安全確保の

取組の中で行っています。 

首藤防災対策企画課長 防災行動定着促進事業

費についてお答えします。 

 疑似体験ツールについてですが、まず地震体
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験車の体験者数は、コロナ前の令和元年度８，

５６７人の実績に対して令和２年度が２，７６

８人、今年度は２月末現在で２，７３３人とい

ずれも約３割の状況です。このことからもコロ

ナの影響により、地域や学校における集団の防

災活動の減少が課題となっています。 

 このため、個人や世帯単位での啓発に重点を

置き、自然災害に対する事前の備えや適切な避

難行動などを取り上げた啓発動画を制作し、今

年６月からＹｏｕＴｕｂｅで配信しています。

テレビ、ラジオ、ＣＭなどで周知を図り、総再

生回数は２月末現在で７万２，７６５回となっ

ています。 

 また、防災ＶＲ動画も令和２年１２月からＹ

ｏｕＴｕｂｅで配信し、個人の視聴を促した結

果、再生回数が約１年３か月で約６８万７千回

を数えており、一定の成果を上げているものと

考えています。 

 最後に、予算額が令和３年度に比べて大きく

減少している点について、さきほど説明した啓

発動画の制作が今年度で終わったので、来年度

にはその分が計上されていないことが一つ。そ

れが約１，７００万円です。それからもう一つ

は、県民安全・安心メールのシステムにＳＮＳ

の配信を追加するシステム改修を今年度行いま

した。その開発も終わっているので、来年度は

その分の７００万円が減少しています。 

高橋委員 食品ロスはやっぱり消費者の意識と

こちらが願っていることと、なかなかすぐには

一致しないと思います。 

期限切れのものを購入するのは、一つはそれ

しかなかったから仕方なく、あるいはとても安

かったからだと思います。それとあと一つは、

今すぐ使うからそれでいいと。 

そういう条件がそろわないと、皆さんはなる

べく期限が長い方がいいと思うので、かなり根

気よく宣伝啓発していかないと難しい問題だと

思います。 

 それから子ども連絡所について、特に子ども

たちへの周知です。私の住んでいる臼杵でも、

地区の子ども会がどんどん消滅しています。地

区の中で指導をするのはなかなか難しい状況に

なっていると思います。 

 それから疑似体験ツールについて、先週は東

日本大震災から１１年が経ち、１月２２日には

大分でも大きな地震がありました。疑似体験ツ

ールの活用が、今回の地震に本当にいかされた

のかというところ。多分何のデータもないとは

思いますが、もしそこら辺、何かあればちょっ

とお聞かせください。 

首藤防災対策企画課長 さきほど申し上げたＶ

Ｒ動画の実績等については、１月の地震・津波

編の再生回数がほかの月よりも伸びており、恐

らく１月２２日の地震の後に、そういう体験を

して関心を持って、そのＶＲ動画の視聴につな

がったものと考えています。直接的な効果とし

てはそういうものが考えられます。 

浦野委員 予算概要の５２ページ、安全・安心

なインターネット等利用環境づくり事業費につ

いて質問します。 

 中高生のＩＴスキルは大人の想像を超えるレ

ベルで、インターネットにおけるいじめや誹謗

中傷、犯罪に巻き込まれる事例も後を絶ちませ

ん。本事業においては、ルールやモラルと同時

にリアルな事例を交えて、被害、加害の当事者

とならないような議論や情報提供が必要だと思

いますが、御見解を伺います。 

寺川私学振興・青少年課長 安全・安心なイン

ターネット等利用環境づくり事業についてお答

えします。 

 この事業では、中学生・高校生ＩＣＴカンフ

ァレンスの開催と、保護者向け広報啓発活動を

実施することとしています。 

 中学生・高校生ＩＣＴカンファレンスは、イ

ンターネット利用のモラルやＩＣＴの利活用等

のテーマについて中学生や高校生が議論し、発

表するワークショップを開催しています。 

今年度はフェイクを見極めるを議論のテーマ

として、オンラインで中学生と高校生が学校の

垣根を越えて話合い、それぞれの意見を取りま

とめ、発表を行いました。 

 保護者向け広報啓発活動は、青少年のインタ

ーネット利用実態調査で青少年と保護者の声を

拾い、幅広く保護者が各家庭のルールづくりが
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できるよう啓発資料を作成し、配布するもので

す。 

 これらの事業を通じて、利便性の裏に潜むイ

ンターネット利用等の危険性について青少年が

自ら考え、被害、加害の当事者にならぬよう努

めます。 

浦野委員 中高生向けのフェイクを見極めると

いうテーマは、本当にすごくいいと思います。 

私は行政書士会の事業で、支援学校でインタ

ーネットのトラブルに巻き込まれないために知

っておいた方がいい知識みたいな話をしたこと

があります。 

事前に話をヒアリングしたら、生徒のレベル

が予想以上に高く、例えば、課金型のゲームで

の被害とか、実際にゲームをかなりやり込んで

いる方にいろいろと事例を伺い、実際のゲーム

画面を見て、こっちに進むとこうなるという話

をしたことがあります。 

 今答弁をいただきましたが、多分保護者より

も生徒の方が進んでいる部分がかなりあると思

うので、被害者、加害者にならず、ルールを守

ってインターネットを活用できるような事業を

お願いします。要望です。 

吉村委員 予算概要の７９ページ、小規模集落

等水源整備支援事業費について伺います。 

 さきほどの答弁で事業の内容と、今までとの

違いの部分をお聞きしました。その上で、これ

まで長年にわたって行ってきた調査で水源に困

っている地域をある程度把握できていると思い

ます。 

そういった地域に対して、市町村にも当然事

業説明をすると思いますが、県で地域の方に対

する直接説明や周知をできないか、いかがでし

ょうか。 

中田環境保全課長 水源の確保にお困りの地域

の把握と、そういった地域の方への直接の働き

かけという２点で御質疑をいただきました。 

 まず１点目ですが、水源の確保にお困りの地

域については、県から市町村への聞き取り調査

により把握しています。現在、５市町１１地区

が今回の本事業の対象となる見込みです。 

本事業は、令和４年度から３か年事業として

計画しています。令和４年度については、緊急

性や地元の方の合意形成が大事なので、そうい

った状況を踏まえ、３市町４地区の整備を想定

しています。それから、地域の方に対する県か

らの直接の働きかけについて、本事業は市町村

への補助事業なので、市町村の調査結果と要望

に基づいて対応を決めています。 

こちらから直接住民への働きかけは行ってい

ませんが、当課においても実態把握のために、

現地調査を行っています。この中で地域の方の

実情や御意向等も伺いながら、市町村と一緒に

しっかりと整備したいと考えています。 

吉村委員 専ら要望になりますが、私も以前一

般質問で取り上げました。 

お困りの地域の方は、市町村に水道を引いて

くれという要望を恐らく出すと思います。その

中で、市町村は予算の都合でどうしても断って

しまう。中にはＡ地区が要望を出した際に、い

ろんな議論の中で、５年前にＢ地区が出してだ

めと言っているじゃないかと、Ａを受けるなら

Ｂもしなきゃだめだという議論にもなって、結

局両方だめになった話も多々聞いています。 

 この事業は地域住民にとってすごく大事だと

思いますが、これを地域の方が知らないがゆえ

に、市町村からだめだと言われればどうしよう

もないと諦めて、そこを引っ越すという状況も

伺っています。ただ、これをもし地域の方が知

っていれば、市町村からそういった返答があっ

てもこの事業ではどうなのかと、これでやって

もらえないかという動きも今後出てくると思い

ます。 

 水道が引かれていない地域は、当然県でも把

握していると思うので、その地域にこういった

事業があるというお知らせをするとか、困って

いる地域の方に対しての相談窓口等を県で準備

するとか、市町村への支援事業などで仕方ない

部分はありますが、住民に寄り添った対応がで

きると、より効果があるのかなと。 

２，４００万円の予算を計上しています。県

内の水道でお困りの方がいない状況となるよう、

今後よろしくお願いします。 

森委員 予算概要の３３ページ、「山の日」レ
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ガシー推進事業費についてです。 

 概要欄にアウトドア情報等の発信に要する経

費１千万円がありますが、これに関して、さき

ほど部長から概要の説明はありましたが、詳し

い内容を説明してください。 

大海自然保護推進室長 本事業の経費は、アウ

トドアに特化したウェブサイトの構築とサイト

を周知するためのものです。 

 ウェブサイトでは、アウトドアに関する最新

のイベントや各種のアクティビティガイド、地

図情報などを分かりやすく掲載します。また、

ガイド付きのツアー等の旅行商品の情報等も掲

載していく予定です。さらに、各種アクティビ

ティの体験記事を定期的に掲載し、サイトの魅

力向上にも努めます。 

 また、ウェブサイトの存在を広く知っていた

だくことが重要です。そのため、インスタグラ

ムなどのＳＮＳを活用した広告やサイトの開設

を記念したＰＲイベントを開催するように考え

ています。サイトの構築に際しては、観光局と

しっかりと連携します。 

森委員 イベント等の組み合わせで周知を図る

という話もありましたが、さきほどもあったよ

うに、最新のトピックスを掲載するのはもちろ

ん大切で、更新が一番重要になります。 

 今年の予算は国庫１千万円という捉え方でよ

いかと思いますが、次年度以降アップデートと

か運用に関する部分の予算が必要になると思い

ます。まずはサイト開設となればドメインの維

持――ドメインの複数年契約をしないと使えな

くなることもあるで、そういった運用面やアッ

プデート面についてお聞かせください。 

山の日のレガシーとしての事業として、私が

もう一つのレガシーと考えているのは、例えば

キーンやモンベルとか、そういった企業等にス

ポンサーについていただければ、そこで関係性

もできてくると思います。 

 さきほど地図情報の掲載とかありましたが、

ヤマップと各県自治体、市町村等も連携した絆

プロジェクトとかの取組も既に県内でも行われ

ています。いわゆるアウトドア情報だけではな

く、人と人とを結び付ける部分も非常に重要だ

と考えています。 

 竹田市でも、祖母山麓のガイド育成について

ヤマップのガイドを雇い、６名のうち３名が昨

年１２月にガイドに合格したこともあるようで

す。民間活力を活用する面も、今後こういった

ホームページ作成においても、その先にあるも

のにおいても重要だと思いますが、それについ

ての見解を伺います。 

大海自然保護推進室長 アップデートについて

は、当然業者に委託をすると思うので、必要な

経費はしっかりと計上した上でやりたいと思っ

ています。特にいろんな情報の更新、最新の情

報を掲載していくことが重要なので、例えば、

事業者などが直接このサイトに入力できないか

ということも含めて検討します。 

 また、キーンやモンベル、ヤマップ等との連

携についてですが、今年度の山の日記念全国大

会でそういったアウトドアメーカーに協賛いた

だき、非常にいい関係性ができていると思って

います。 

 また、竹田市や国東市辺りがモンベルとの協

定を締結しているのは承知しています。今後そ

ういったところとの連携も含めて検討したいと

考えています。 

森委員 一般質問でも、部長からスイスのチェ

ルマットのガイド組織についての話がありまし

た。 

やはりコンテンツにストーリーが載っていな

いと価値がいまいちとなってしまうので、スト

ーリーを語れるガイドが県内各地のコンテンツ

で活躍できる制度設計をお願いします。 

ぜひ観光局と連携して、大分県の売りとして

アウトドアの魅力を発信してください。 

大友副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

しました。 

 ほかに御質疑のある方は、挙手をお願いしま

す。 

末宗委員 毎日、ウクライナのキエフがどうな

っているのか気になっている。戦争や原子力と

かがいつも頭から離れないけど、予算概要を見

ると、１０５ページの原子力防災対策推進事業

費で約２００万円、１０７ページの危機管理総
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合対策事業費で約１２０万円あるよね。 

今、ロシアがウクライナの原子力発電所を随

分攻撃して、核の保有でウクライナを脅しなが

ら戦争をやってね。日本の周りを見るとロシア

がミサイルを打っていて、北朝鮮がすぐ対馬海

峡の方にあって中国があってと。戦争を想定せ

ずに今、日本は原子力発電をやっているけど、

そこら辺りは２００万円ぐらいじゃ全然足りな

いと思う。 

国が原子力政策担当ならば県は県で、例えば

九州の川内と玄海、愛媛県の伊方原子力発電所

があるけど、そこら辺りで戦争が起きたらどう

なるか。 

 あの三つの国はいつやるか分からんからね、

そこら辺りの想定と、生活環境部は人件費が相

当な部分を占めていると思うけど、その人件費

は何億円かあるじゃろうから、ある程度の分、

人件費も含めて予算を削って今年のそういう政

策目標の中に入れて行政をやってもらいたい。  

今、県民はいろんなたくさんの大事なことが

あるけど、ウクライナの問題は県民にとって頭

から離れない。そこら辺り、人件費を含めてで

きるかどうかを含めて答弁を。 

 それと、今あっちこっち募金が行われている

けど、県庁のどこに募金箱があるのか教えてい

ただきたいと思って、その２点。 

後藤危機管理室長 原子力発電所の武力攻撃に

ついて御質問をいただきました。 

 原子力施設の安全対策については、新規制基

準において、航空機の衝突などのテロリズムに

対する特定重大事故等対処施設の設置が義務付

けられていますが、伊方発電所では昨年１０月

にこれが設置されています。一方で、この原子

力発電所に対する他国からの武力攻撃を想定し

た対策は、現在の規制基準では設けられていま

せん。 

しかしながら、県としては原発事故の原因が

武力攻撃や自然災害であっても本県が定めた原

子力災害対策の実施要領については変わること

なく、放射線量測定を強化し、その上でそれぞ

れの防護対策を構築することになっています。 

 来年度の予算においても、そういった対策を

実施する訓練を予定しています。 

佐藤県民生活・男女共同参画課長 私どもで県

民活動支援として募金箱を――これは公益財団

法人おおいた共創基金が所管している寄附金と

して、県庁に募金箱を設置しています。 

後藤危機管理室長 さきほど御質問いただいた

北朝鮮や中国への対応についてです。 

 御案内のとおり、他国からの武力攻撃に対し

ては、国民の身体及び財産を保護するための国

民保護法があります。これに従って私どもは計

画を定めており、これがしっかりと実行できる

かを毎年、訓練等でやっているので、来年度も

そういった国民保護に関することをやっていき

たいと考えています。 

末宗委員 今、室長の話を聞いていると、日本

は攻撃されても何が起きても大丈夫みたいな話

に聞こえるけど、例えば、玄海や川内に行った

ら、あそこを守っているのはパトカー１台。 

警察官に大丈夫かと僕が聞くと、そんなの知

らんと言っていた。守っている本人はその程度

よ。それを室長が、日本の危機管理は大丈夫と

言われてもそれは恐らくうそで、うそをうそで

発言せざるを得ない県。 

それと部長に、さきほど人件費をたくさん回

せんかと、今一番県民が関心のあることにはあ

んまり答弁がなかったんよ。そこを含めて。 

それと募金箱。僕は、どこに置いたというの

がよく分からなかったんよ。県庁という言葉じ

ゃなかったような気がしてね、そこら辺りもう

一回よろしく。 

磯田生活環境部長 国際的と言うか、戦争であ

るとか、危機に対する対策を県としてどうする

のか、その分をさらに強化すべきではないか、

そのために人件費を減らしてというお話だった

と思います。人件費は簡単に減らしてそちらに

……（「減らすじゃない。人件費を使ってやれ

ということ」と言う者あり）職員がもっとその

まま働けという趣旨ですね。（「そうそうそう」

と言う者あり）業務の中にいろいろ入っており、

国との連携を取りながらやっていくので、ほか

の仕事をやめてそれをするとはなかなかならな

いと思います。 
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当然、県民を守るために私どもはあらゆる事

業を行っており、場合によっては、災害が起き

れば普通の事業は止めてそれにかかるというこ

とも行うので、そういった危機管理的なところ

については、必要があればいつでもふだんの仕

事をそちらに切り換えてやるという体制で臨ん

でいます。 

 それから、さきほど少しお答えした原子力発

電所の関係について、パトカー１台ということ

もありましたが、実際は県でいろんな情報を速

やかに取り、関係機関等に連絡を取って共有す

る体制を取っています。 

県ができることは、まずは情報を取って速や

かに国と歩調を合わせて対向していくというこ

とです。 

佐藤県民生活・男女共同参画課長 募金箱につ

いてはおおいた共創基金、めじろん共創応援基

金、ＮＰＯ活動を支援するために動いている団

体が、県庁の受付窓口に募金箱を設置していま

す。 

末宗委員 戦争とか原子力だから県の仕事じゃ

ないことは百も承知。 

ただ、国はミサイルやイージス艦なりで落と

すと言うけれど、大体北朝鮮からの時間を今の

ミサイルで計算すると７分ぐらいなんよ。７分

間でイージス艦を動かして、把握して打ち落と

すなんてまず不可能で、可能性は恐らく数％し

かないと思う。 

国は当然それをしようとして、自由なことは

言えない。大分県は自由なことが言えるから、

国にそういうのを提案したらどうかということ

で質問しました。 

大友副委員長 終了時刻を過ぎていますが、ほ

かに質疑のある方は何人いますか。 

それでは、挙手をした２名で終了します。 

尾島委員 ３０ページの地域気候変動対策推進

事業費についてお伺いします。 

 基本方針で、２０５０年カーボンニュートラ

ルに向けた緩和策や気候変動の影響に対する適

用策の加速があって、予算も昨年度より１千万

円ほど増加しています。しかし、この温暖化対

策は地球規模での取組が必要なテーマであり、

ある意味未来への責任という部分もあると思い

ます。 

 １２月の予算の要求状況では９，６００万円

ほどの予算要求をしていましたが、令和４年度

は約５，２００万円の予算で十分なのか、その

点をお伺いします。 

 それから具体的な取組として、今回学生の地

球温暖化防止推進員を募集しています。一般の

推進員については日頃から非常に意識が高く、

自らの活動はもちろんのこと、市民グループで

の積極的な取組などもやっている方が多いわけ

ですが、この学生推進員に対してはどういった

掘り起こしをするのか、何を期待しているのか。

特に学生は在学期間が短いから、その期間より

もむしろ社会に出て得た知識や活動を生かして

いただくような研修が必要だと思いますが、そ

こをお聞かせください。 

 それから、こういう取組はボランティアでや

っていて、県としては研修会で必要な交通費な

どを出していますが、学生は財政的な基盤が非

常に弱いから、活動費を出していく必要がある

と思いますが、その辺はどうか。 

それから、最終的にはどのくらいの人数を確

保しているのか、もしくはしようとしているの

か。この点をお聞かせください。 

宮澤うつくし作戦推進課長 地域気候変動対策

推進事業費について、幾つか御質疑いただきま

した。 

 まずは予算です。当初の要求に比べて最終的

にこの金額になったのは、事業を精査する中で

最終的に磨き上げられたものだと考えており、

この中でしっかりとパフォーマンスを高く取り

組んでいきます。 

 ただ、もちろんこの地球温暖化対策、気候変

動対策は生活環境部のみで対応できるものでは

ないので、各部局と連携を取りながらやってい

きます。 

 次に、学生推進員についてです。これはもと

もと２０５０年カーボンニュートラルに向けて

社会全体で取り組んでいく中で、正しく社会の

主軸をこれから担っていく若い世代、その若年

層への地球温暖化に関する理解をさらに深めて
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いく形で、将来の地球温暖化対策の中心となる

人材の育成を図ることを目的に、県独自の推進

員制度を創設するものです。 

 掘り起こしについて、各大学とふだんからも

よく交流し、連携は取っており、その中で学校

を通じて呼びかけながら、掘り起こしていきた

いと考えています。 

 何を期待しているかの一つは、既に若い世代

でも当然、地球温暖化や気候変動を我が事とし

て受け止めて、心配している方はいます。その

方たちは各大学等にいますが、横のつながりの

場を我々が提供することによって、しっかりと

した取組へとつなげていけると考えています。 

 費用について、我々ができるだけいろいろ研

修も行い、知識の習得は費用のかからない形で

行っていくことも狙っているので、そういった

ことで対応します。会議についても、例えば、

集まらなくてもウェブで開催することで誰でも

柔軟に対応できる形も取れるので、そういうや

り方で工夫していきます。 

 最後に人数の想定です。おおむねですが大体

県内の大学や短大、工専等に通う学生で、来年

度は３０名程度の募集を想定しています。 

太田委員 通告していませんが、１１０ページ

の消防力強化推進事業費について、地域消防ア

ドバイザーが県内で何人ぐらいいて、どのよう

な業務をしているのか。 

それと、その下の救急搬送体制整備事業費の

救急振興財団負担金６５０万円とありますが、

これはどのような業務で、何をフィードバック

する目的でこのお金を出しているのか。 

それと最後に、消防指導及び危険物取締費の

中の消防本部への指導、火災予防、消防出動の

普及啓発経費について、この３月に非常に山火

事等がたくさんありました。異常乾燥注意報が

出ているにもかかわらず、火入れ許可をしてい

ることが一つあると思います。 

どのように消防本部は許可を出しているのか、

その３点を伺います。 

三股消防保安室長 それでは、３点についてお

答えします。 

 まず、消防力強化推進対策事業の中の消防ア

ドバイザーですが、現在２６名で活動していま

す。活動内容ですが、小学生やＰＴＡ等を対象

とした啓発活動や消防思想に関する啓発活動な

どを行っています。 

 次の、救急搬送体制整備事業の中の救急振興

財団の負担金ですが、救急振興財団では救急救

命士の養成研修を行っており、大分県としても

新規の救急救命士の育成のために研修として派

遣しています。その分の都道府県の負担金で６

５０万円を支出しています。 

 ３点目の山火事に関する啓発ですが、これは

市町村において、ホームページなどで野焼きを

する場合の注意事項などをＰＲしています。県

としてもホームページの中で、野焼きをする場

合の注意事項などを掲載して、注意を呼びかけ

ています。 

太田委員 野焼き等は、事前に消防等に許可申

請を出してやっています。 

現実に、一般の農家が自分の畦畔等の草を届

出なしでやって、それが火災につながって自分

の家などを焼くケースが結構多いですが、その

辺について、各消防署にもう少し徹底した指導

をしてほしいと思います。 

大友副委員長 ほかに、御質疑はありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 

大友副委員長 ほかに質疑もないようなので、

これをもって、生活環境部関係予算に対する質

疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

午後１２時１９分休憩 

          ――――――――――― 

午後 １時１５分再開 

木付委員長 引き続き、委員会を開きます。 

これより商工観光労働部関係予算の審査に入

りますが、説明は主要な事業及び新規事業に限

り、簡潔かつ明瞭にお願いします。 

 それでは、商工観光労働部関係予算について

説明を求めます。 

高濱商工観光労働部長 第１号議案令和４年度

大分県一般会計予算案のうち、商工観光労働部

関係について御説明します。 

令和４年度商工観光労働部・労働委員会予算
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概要の１ページをお開きください。 

まず、令和４年度の商工観光労働部予算案の

全体像について御説明します。 

上の表の中ほど、商工観光労働部①を御覧く

ださい。 

予算額ですが、表の左から３列目の予算額（

Ａ）欄のとおり、人件費が２０億８，００６万

１千円、事業費が９８１億８０８万７千円、合

計で１，００１億８，８１４万８千円となって

います。 

これを右から３列目の３年度当初予算額（Ｂ）

の計１，００１億８，７９３万５千円と比較す

ると、その右にあるように２１万３千円の増と、

ほぼ横ばいです。 

次に、下の表を御覧ください。 

県の一般会計予算額に占める商工観光労働部

予算額の構成比です。上段の４年度当初予算額

で見ると、左から３列目の計欄にあるように１

４．０％となっています。 

次に、資料の７ページをお開きください。 

Ｉ予算のポイントです。 

コロナ禍の長期化により、地域社会の主役で

ある中小企業・小規模事業者は大きな打撃を受

けており、県としても事業を支え、社会経済を

再活性化させる必要があります。 

同時に、商工観光業は大きな変革の時期を迎

えています。積年の課題であるデフレ脱却に向

け、最低賃金の引上げなど、分配をめぐる議論

が活発化しており、分配を可能にする事業者の

成長支援を一層強化していくことが大事です。 

また、デジタル化やカーボンニュートラル、

さらには宇宙ビジネスといった新たな波が押し

寄せています。既存の産業に、新しい成長モデ

ルへの転換を促し、いち早い移行を実現するこ

とにより、地域としての優位性を確立していく

視点も重要です。 

他方で、コロナ禍は、大都市圏の人々を中心

に自然志向を高め、豊かな自然をいかした観光

を再評価する契機ともなっています。おんせん

県おおいたの復活に向け、新しい旅のスタイル

に対応した取組を進めるとともに、希望となる

大きな目標を掲げ、観光関係者が前向きに取り

組める環境を用意していく必要があります。 

こうした課題への対応を、ＤＸ――デジタル

・トランスフォーメーションの視点のもとに進

めていきます。 

それでは、来年度の個別事業について、主な

ものを御説明します。 

１７ページをお開きください。 

中小企業金融対策費、いわゆる県制度資金に

関する予算８６０億１，８０８万２千円です。 

中小企業や小規模事業者の資金繰り支援や再

活性化に引き続き万全を期す必要があるため、

来年度の県制度資金の新規融資枠については、

１８ページの事業概要欄の表の一番下、計の右

側にあるとおり、今年度と同額の１千億円を確

保しています。 

令和４年度の新設資金としては、１８ページ

の事業概要欄の表の上から４番目、地域産業振

興資金（低燃費車両等導入融資）を創設します。

二酸化炭素排出量が高止まりしている県内の運

輸部門の排出量削減の取組を後押しするため、

次世代自動車や低燃費車両等を導入する際に必

要となる資金調達を支援するものです。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響を受

けている中小企業や小規模事業者の資金繰り支

援のための新型コロナウイルス感染症緊急対策

特別資金については、感染状況等に留意しつつ

対応します。 

続いて、３２ページをお開きください。 

自動車関連産業企業力向上事業費３，８８９

万４千円です。 

本事業は、地場自動車関連企業の底上げを図

るため、大分県自動車関連企業会を中心に取り

組み、技術力向上、受注獲得機会拡大等の取組

を支援するものです。 

特に、急速に進展する電動化への対応として、

企業が参画する研究会やセミナーの取組に加え、

次世代自動車産業の参入に意欲的に取り組もう

とする企業に対し、構想段階から専門家を派遣

するとともに、電動化に係る開発費用などを助

成し、支援します。 

 続いて、３６ページをお開きください。 

エネルギー関連産業成長促進事業費７，９０
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５万２千円です。 

本事業は、脱炭素への対応を地方創生や県内

企業の新たなビジネスチャンスと捉え、エネル

ギー関連産業の成長を促進するため、本県の強

みをいかしたエネルギー関連の研究開発等を支

援するものです。 

有望な分野である水素の事業化に関して、例

えば、九重町で清水建設株式会社が県内企業と

事業体を組んで進めている、地熱とバイオマス

による水素製造実証事業などにより製造された

水素を活用し、県内企業が試験的に利活用する

ことにより水素の地産地消、サプライチェーン

構築を支援します。 

また、地域と共生する再生可能エネルギー導

入に関して、持続可能なものとするための事前

の検討が重要であることから、小水力発電にお

ける水量調査や建設・維持管理コストの試算な

ど、県内企業が行う導入可能性調査を支援しま

す。 

続いて、４６ページをお開きください。 

おおいたＤＸ共創促進事業費１億３，３５１

万円です。 

本事業は、民間事業者等のＤＸを推進するた

め、ＤＸに取り組む事業者とそれを支援する企

業をつなぐパートナーシップの形成や、県内事

業者へ横展開を図るためのモデル事例の創出に

向けた取組等を実施するものです。 

具体的には、ＤＸの必要性を理解していただ

くセミナーや相談会の開催や、ＤＸの取組を宣

言した企業とそれをサポートするパートナー企

業をマッチングし、伴走支援によりＤＸのモデ

ル事例を創出します。 

また、ＤＸの取組を業界や地域に波及させる

ため、取組事例を検証し、横展開するための報

告会やモデル事例集の作成に取り組みます。 

続いて、５２ページをお開きください。 

スペースポート推進事業費６，３８０万９千

円です。 

本事業は、大分空港を水平型宇宙港として活

用するため、宇宙港の運用方法などの調査等を

進めるとともに、経済循環の創出を推進するた

め、宇宙ビジネスを担う人材の育成等を行うも

のです。 

具体的には、大分空港からの航空機を活用し

た人工衛星の打ち上げを実現させるため、必要

となる法令や技術関係の整理、関係機関との調

整などを行います。 

また、宇宙ビジネスを担う人材育成プログラ

ムを実施するほか、県外の宇宙関連企業と県内

の宇宙ビジネスに関心のある企業との連携を促

すプラットフォームの構築を図ります。 

引き続き、宇宙港及び宇宙港を核とした経済

循環の創出に向けた取組を進めていきます。 

続いて、６２ページをお開きください。 

県産加工食品海外展開サポート事業費５，４

９４万８千円です。 

本事業は、県産加工食品の海外販路を開拓、

拡大するため、各企業の海外展開の段階やニー

ズに応じた支援を行うものです。 

具体的には、越境ＥＣを活用して自社商材の

輸出可能性を調査するといったファーストステ

ップ支援を行うことで、本格的な輸出に挑戦す

る県内事業者の裾野を広げます。 

また、本格焼酎については鹿児島県、宮崎県、

熊本県と連携し、巨大マーケットである米国ニ

ューヨーク向けにカクテルコンペティションや

焼酎ウィークといった合同プロモーションを実

施し、九州一体となって本格焼酎の認知度向上

に取り組みます。 

続いて、６６ページをお開きください。 

工業団地開発推進事業費３４億４，９１７万

９千円です。 

本事業は、企業立地の促進を図るため、県土

地開発公社や市町村等と連携し、工業団地の整

備を推進するものです。 

用地不足で好機を逃さないよう、来年度は、

新たに大規模工業団地の整備を進める市町村へ

の支援を強化するとともに、整備手法の選択肢

を増やすため市町村と連携する民間企業も支援

対象となるよう制度を拡充します。 

本事業により、県内工場適地の確保を進める

ことで、積極的な企業誘致に取り組んでいきた

いと考えています。 

続いて、８３ページをお開きください。 
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女性の多様な働き方支援事業費５，３２１万

３千円です。 

本事業は、働きたい女性が仕事と家庭の両立

など様々なニーズに応じて自分らしく働けるよ

う、多様で柔軟な働き方を推進し、女性の就業

機会の創出や企業の人材不足解消を図るもので

す。 

具体的には、時間や場所にとらわれない柔軟

な働き方が可能な自営型テレワークを推進し、

ワーカーとしてのスキルアップを図るとともに

企業とのマッチングなど就業の機会を創出しま

す。 

また、女性が自分にあった仕事を選択できる

よう支援員による丁寧な伴走型支援を行うとと

もに、就業への不安を解消するため職場体験を

実施し、安定した就職や定着を図ります。 

さらに、育児中の女性が受講しやすい託児付

きや短時間の委託訓練を実施し、スキルアップ

を図ることで再就職を支援します。 

続いて、８７ページをお開きください。 

国内誘客総合推進事業費１億１，９５７万４

千円です。 

本事業は、ポストコロナにおける国内観光客

の復活に向け、デジタルマーケティングの活用

や本県ならではのコンテンツをいかした誘客対

策等を実施するものです。 

具体的には、詳細なマーケティングに基づく

ＳＮＳやＷｅｂなどのデジタルを活用した情報

発信や、主要都市圏域における旅行会社向け商

談会、消費者向けＰＲなど、デジタルとリアル

イベントを効果的に融合させた情報発信や誘客

に取り組みます。 

また、日本一の温泉や豊かな食の味力に加え、

世界に誇る宇宙港やホーバークラフト等を活用

した本県ならではの観光コンテンツの強化に向

けたワークショップ等を開催し、関係者でしっ

かり議論した上で、素材の磨き上げや効果的な

情報発信を行うことで、新たな旅行ニーズを獲

得し、本県へのさらなる誘客を促進します。 

続いて、９３ページをお開きください。 

ツーリズム推進基盤強化事業費５，２６１万

３千円です。 

本事業は、観光客の受入体制を強化するため、

観光統計調査等の分析を行うとともに、自然型

観光コンテンツの安全性確保等に資するアウト

ドアガイド認証制度の創設や着地型旅行商品の

造成等に取り組むものです。 

具体的には、県域版ＤＭＯであるツーリズム

おおいたのマーケティング機能や商品造成、販

売力の強化等を支援します。 

また、ポストコロナにおける自然志向の高ま

りを捉え、アウトドア活動に関連する観光を活

性化するため、自然体験型観光コンテンツ提供

事業者や旅行事業等で構成する大分県アウトド

アガイド認証制度検討委員会を立ち上げ、認証

制度の創設に向け検討を進めたいと考えていま

す。 

以上で商工観光労働部の主な事業の説明を終

わります。 

 御審議のほど、よろしくお願いします。 

木付委員長 以上で説明は終わりました。 

 これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。 

 答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上マイクを使用し、簡潔明解に答弁願

います。 

 事前の通告者が７名います。 

 それでは、順次指名していきます。 

堤委員 まず、事業復活支援金について、これ

は１月３１日から申請が始まっていますが、そ

の申請状況と決定状況が分かれば教えてくださ

い。 

 支援制度が終了した後の支援策は大切ですけ

れども、融資などだけではなく営業補償的な支

援策を創設すべきと考えます。どうでしょうか。 

 また、事業復活支援金は３割売上げ減少者に

は個人で３０万円支給となっているけれども、

県として１０％、２０％減少者への対象を拡大

することや上乗せ支給等検討すべきと思います

が、その辺はどうでしょうか。 

 １８ページの中小企業金融対策費です。 

新型コロナウイルス感染症緊急対策特別資金

とか、がんばろう！おおいた資金繰り応援資金

とか、元金の返済猶予期間が設けられています
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が、コロナ感染症の流行が２年以上続いている

中、返済猶予中でもさらなる資金繰りが必要な

ときもあれば、さらなる返済条件の変更等もあ

ります。第一義的には金融機関や保証協会等が

判断しますが、各銀行等での窓口の対応が事業

者への支援を第一に考えて行わなければならな

いと思います。具体的にどのように金融機関へ

の指導を強めているのか、また、今後の利子補

給は検討されているのかお伺いします。 

 ４６ページのおおいたＤＸ推進事業費です。 

 中小企業とか零細企業のＤＸ化は、技術とか

資金、人材などの面で進行が大変厳しいと考え

ますけれども、その対策は取られるのか。また、

セキュリティー問題では、個人情報の流出防止

だとかサーバーの改修など課題も大きいけれど

も、どうそれを対応していくのか。 

 次に５２ページ、先端技術挑戦プロジェクト

推進事業費です。 

 ５Ｇについて２０２０年度末の４社の基地局

の基盤展開率は２１．４％となっています。今

後２０２３年度までに人口カバー率を現在の３

割から９割に引き上げるとしていますけれども、

県の進捗はどうか。 

 最後に６６ページ、企業立地促進事業費と工

業団地開発推進事業費です。 

 工業団地の方は第２工区分の造成と聞いてい

ますけれども、約３４億５千万円もの巨費を投

じて企業が来る予定があるのか。また、企業立

地促進事業費の１６億５，４００万円はどこに

支出する予定なのか。 

岩尾商工観光労働企画課長 まず、私から１点

目、事業復活支援金の申請状況と決定状況、そ

して、県独自の支援策の検討についてお答えし

ます。 

 まず、事業復活支援金の申請状況と決定状況

についてです。 

県内商工団体には事業復活支援金に関して２

月末までに約１，８００件の相談が寄せられ、

また、申請前に事業を実施していることなどを

確認する事前確認についても商工団体で９３７

件に対応しています。 

 この数字を見ると、県内の多くの事業者に認

知されていると認識しています。 

 ただ、御質問の事業復活支援金の支給実績に

ついては国が公開していないので、県では把握

できていません。私どもも必要な情報と認識し

ているので、国に対しては都道府県別の実績等

の情報提供の申入れを行っています。 

 続いて、県独自支援策の検討についてです。 

 昨年の事業継続支援金では、時短要請協力金

や国の月次支援金を受給しておらず、売上げが

３０％以上減少した事業者を対象とし、１万１，

９８９者を支援しました。これ以外に時短要請

協力金を受給した事業者が５千者を少し超える

ぐらい、そして、国の月次支援金を受給した事

業者が２千者程度いることを勘案すると、売上

げ３０％以上減少の要件で多くの事業者を支援

できたと考えています。 

 事業継続支援金の支給要件である売上げ減少

３０％以上については、当時、国が実施してい

た月次支援金の売上げ減少要件５０％以上では

ハードルが高いという声があったことや、九州

他県における類似支援策の実施状況も参考にし

ながら設定したものです。 

 今回、国の事業復活支援金では売上げ減少要

件を３０％まで引き下げており、現時点では県

独自で要件を引き下げた支援金を創設したり、

事業復活支援金に上乗せを行うことは考えてい

ません。 

 商工団体と連携して引き続き事業復活支援金

の活用を促し、さらにその先についてはプレミ

アム商品券による消費喚起を通じて事業者を支

援していくことを考えています。 

 コロナの感染状況や原材料高など様々な経済

的リスクがあることは十分承知しているので、

引き続き事業者に及ぼす影響を注視しながら、

必要な支援等の在り方については絶えず検討し

ていきたいと考えています。 

馬場経営創造・金融課長 中小企業金融対策費

について御説明します。 

 県ではこれまで金融機関や保証協会に対して

事業者からの金融相談への積極的丁寧な対応や、

足元の財務内容等のみで機械的に判断せず、事

業者の実情に応じた最大限の資金供給を行うよ
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う、たびたび要請を行っています。 

 昨年１１月には、大分県中小企業サポート推

進会議を開催し、金融機関や保証協会の実務担

当者に直接、年末、年度末の資金繰り支援や金

融相談への丁寧な対応などの要請を行うととも

に、商工団体等の支援機関と情報共有や意見交

換を行いました。 

 さらに、本年２月には金融機関、保証協会に

対して、年度末の資金繰り支援や窓口における

丁寧な対応などの要請を行い、その内容につい

て営業現場の第一線まで浸透させるよう、周知

徹底を要請しています。 

 なお、金融庁が公表している条件変更の実行

率の全国平均については、令和２年３月１０日

から昨年１２月末までの実績で、地方銀行が９

９．４％、信用金庫が９９．５％、信用組合が

９９．８％と高い割合になっています。 

 今後も金融機関や保証協会に対し、適宜返済

条件の緩和等について要請するとともに、５０

０社訪問などにより対応状況のモニタリングを

行います。 

 続いて、利子補給についてですが、がんばろ

う！おおいた資金繰り応援資金の融資日から３

年間の補助を実施しているので、今現在検討し

ていません。 

 今後については経営改善などを取り組む事業

者向けの低利融資や既往の借入金を借り換える

ことで緩やかな返済ができる長期資金などの県

制度資金等による中小企業の資金繰りの状況、

それから、金融機関、商工団体等の支援機関に

よる経営改善支援の状況を注視したいと思いま

す。 

藤井ＤＸ推進課長 ＤＸの推進と５Ｇの進捗に

ついてお答えします。 

 まず、ＤＸの推進について、２０２１年の経

済財政白書によると、ＤＸ実践中の中小企業は

１割未満、検討中は３割未満であり、６割以上

は何もしていない状況です。 

 その背景については、ＤＸの必要性が分から

ない、ノウハウがない、人材不足、資金不足な

ど委員御指摘の課題があると我々も認識してい

ます。 

 そこでまず、人材育成が大事なことから、経

営層から各事業部門でＤＸを推進する担当者ま

で、それぞれの立場に応じたセミナー等を開催

します。例えば、経営者にＤＸの必要性を理解

してもらうためのセミナーや、担当者にはＡＩ、

ビッグデータなどを活用できるセミナーを実施

し、企業のデジタル人材を育成します。 

 また、ＤＸの推進は自社だけで取り組むこと

は難しいため、専門的な知見を持っているデジ

タル企業とパートナーシップを組んでパートナ

ーとの共創により、ノウハウや人材を補って共

に変革を目指せる体制づくりも必要だと考えて

います。 

 そこで、同じ４６ページの事業名欄の一番上

のおおいたＤＸ共創促進事業費で、ＤＸに取り

組む事業者と支援する企業をつなぐパートナー

シップの形成やモデル事業の創出に向けた伴走

支援に取り組みます。 

 また、セキュリティー対策も重要な課題だと

認識しています。セキュリティー対策は主に三

つあり、ソフトウェア等で対応する技術的対策、

データの取扱いなど社内ルールなどの人的な対

策、情報を保管している場所や端末の管理など

の物理的対策、こういった対策をコストと捉え

るのではなく、事業活動や成長に必須のものと

位置付けて投資と捉えることが重要です。ただ、

中小企業、小規模事業者においては、セキュリ

ティー対策は後回しになりがちなので、対策の

普及促進が必要だと考えています。 

 このため、経済団体や商工会議所等に出向き、

経営者向けに、より身近な事例を分かりやすく

意識啓発するセミナーを実施します。具体的な

対策として、パスワードの適正管理や従業員の

リテラシー向上、サーバーや端末へのウイルス

対策ソフトの導入や更新などを啓発、研修をし

ます。 

また、セキュリティー管理が徹底されたクラ

ウドサーバーへの移行も選択肢の一つとして提

案するなど、企業の実情に合った対策を促して

いきたいと考えています。 

 次に、５Ｇの進捗状況についてですが、面積

カバー率を示す基盤展開率の全国値については、
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２０２０年度末の計画値６．９％に対して実績

は１６．５％となっており、計画を上回る進捗

が図られていますが、都道府県ごとの数字や整

備を行っている通信事業者ごとの数字は公表さ

れていません。 

 また、人口カバー率についても、昨年末に国

は国全体としての現行３割を２０２３年度に９

割に引き上げると公表するとともに、国では５

Ｇの整備を行っている通信事業者４社に実績と

計画の報告を求めていますが、基盤展開率と同

様に、人口カバー率についても都道府県ごとの

数字は公表されていません。 

 このように都道府県ごと、個別事業者ごとの

実績は公表されていない状況なので、県として

は個別に事業者にヒアリングをして情報の把握

に努めています。最新の実績としては大分県も

全国の進捗と遜色のない状況になっていると聞

いています。 

 国としても、デジタル田園都市国家構想の実

現に向けて地域の課題をデジタルで解決するこ

とを目的に、５Ｇの加速化を事業者に要請して

いるところであり、県内でもさらなる進捗を期

待します。 

足立企業立地推進課長 工業団地開発推進事業

費と企業立地推進事業費について回答します。 

 まず、工業団地開発推進事業費について３４

億５千万円もの支出で企業誘致ができるのかで

すが、当事業の主な支出のうち貸付金１０億円

については、団地開発が必要となった場合に機

動的に対応するため、あらかじめ計上している

ものです。約２１億９千万円については、北部

中核工業団地と玖珠工業団地において未売却の

土地があるので、造成、販売している大分県土

地開発公社へ貸付けをしているものです。 

 北部に集積している自動車産業の受け皿であ

る北部中核工業団地は、大都市から地方への企

業の再配置を目的として整備され、１６社が進

出しています。また、玖珠工業団地については、

過疎地域への製造業誘致を目的として整備し、

１社が進出しています。 

 今回、大規模工業団地の整備に対する市町村

補助を拡充したように、広大な工業用地の需要

が高まっています。玖珠工業団地は１０ヘクタ

ールクラスの土地としてすぐに企業に提案でき

る県内唯一の場所です。コロナ禍においても現

地視察に来る企業は複数います。関心を持たれ

ている状況がうかがわれます。県外事務所とも

協力して早期の誘致に努めます。 

 続いて、企業立地促進事業費について１６億

５，４００万円の支出の内訳です。 

 令和４年度は、製造業２０社、情報通信業１

５社、ＢＰＯコールセンター業１４社の計４９

社への支出を予定しています。 

堤委員 企業立地は数字を早く言うので分かり

にくかったけれども、そこだけもう一遍教えて

ください。 

 あと一つ目、事業復活支援金の問題では、確

かに制度的に県は３割をしているよと、それは

分かります。国が今回初めて３割にしたわけで

すから、それに対して県とすれば、仮に２割と

か１割とか、第７波、第８波に向けて検討する

余地はあると思うんです。だから、そういうの

は全く検討もしていないのかは再度お伺いしま

す。ぜひ検討してほしいですけどね。 

 あと、融資の関係は窓口の対応は本当に大事

ですよね。窓口でだめだとなってしまわないよ

うに。県として本当に窓口の指導もしているの

はよく分かっています。だから、いろいろまた

相談が行くときは真摯に対応してあげてくださ

い。 

 それと、５Ｇの問題について、これは少し確

認しておきたいですが、今非常にコストもかか

りますね。電磁波の被曝という新しい問題も出

てきていますね。これは健康被害も結構欧州だ

とかで問題になって、かなり厳しい規定を設け

ているところもあるんですね。現状の被曝量の

問題に対して、特に電磁波の過敏症等の問題が

あると多分聞き及んでいると思いますが、そこ

ら辺の対策は、５Ｇだけをどんどん進めるのは

いいですが、対応するための対策はちゃんと国

と協議して取られているのかを再度お聞かせく

ださい。 

岩尾商工観光労働企画課長 県独自の支援策の

検討について再度御質問いただきましたけれど
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も、これについてはさきほど冒頭の答弁でも申

し上げたとおり、現時点では県の単独での支援

策については考えていません。 

 今、事業復活支援金を一生懸命広報している

し、プレミアム商品券も３月、４月でほとんど

の市町村が始めるので、そういった策を通じて

支援していきたいと思っています。 

 また随時、商工団体、私ども５００社訪問等

で県内事業者の状況をしっかりと捉えていって、

必要があれば支援策については検討していきた

いと思います。 

藤井ＤＸ推進課長 ５Ｇの健康被害については

国でも研究しています。今のところ、被害の情

報は確認していませんが、引き続き国で研究す

るところなので、しっかり情報を収集していき

たいと考えています。 

足立企業立地推進課長 企業立地促進事業費１

６億５，４００万円の支出先です。 

 令和４年度は、製造業２０社、情報通信業１

５社、ＢＰＯコールセンター業１４社の計４９

社への支出を予定しています。 

堤委員 ５Ｇの電磁波被害はなかなか目に見え

ない。だから、国も研究しているのなら、県も

それとあわせてぜひ研究してください。（「関

連」と言う者あり） 

尾島委員 関連質問させてください。 

 工業団地開発推進事業費、６６ページ。今説

明がありました。大分県では、北部中核工業団

地、そして玖珠工業団地、いずれも残っている

と思いますが、最近、大規模団地の需要が非常

に高まっていると説明がありました。最近の企

業の進出状況を見ると、増設が非常に多いよう

な気がします。進出となれば、新たな拠点であ

る造成地が必要になってくるわけですが、増設

になれば、限界工場でない限り、自分の敷地の

中に増設するケースが極めて多いと思います。

最近の企業誘致の増設と進出の割合、そしてま

た、こういった工場用地を利用する量が分かれ

ばお願いしたいと思います。 

 それから、最近、流通に対する期待が非常に

高まっていると思うんですね。午前中もありま

したが、ネット通販が非常に拡大している、将

来的にも増えていくだろうと言われているし、

一方、大在ではＲＯＲＯ船の就航が活発化して

取扱量が増えている。こういった物流の中間点

となるトラックターミナル、あるいはそういっ

た倉庫群を含めて大分市では物流団地が形成さ

れているわけですが、そこも手がいっぱいで、

こういった流通の拠点となる施設対応、今どう

いった期待があり、需要があるのか、その辺の

展望が分かればお願いします。 

 また、これは予算審議だから、そういった流

通に対する予算を令和４年度で見ているのかど

うか、お聞かせ願いたいと思います。 

足立企業立地推進課長 委員から企業立地に対

する増設、新設の状況について、それから、流

通関係に対する対応についての御質問をいただ

きました。 

 まず、新設、増設の傾向ですが、委員おっし

ゃるように、一から工場を建てるケースは非常

に少なくなってきているのは私の感じていると

ころです。そういったところであれば、非常に

広い用地が一から必要になってきます。大規模

化の工場からの引き合いもあるので、しっかり

念頭に入れて対応することが必要かと思ってい

ます。 

 また、増設についても非常に件数が多くなっ

ています。増設といっても、敷地の中に増設す

るものだけではなくて、新たな製造拠点を市内

で別に設けるところも出てきています。 

 ですから、工場用地の確保は新設、それから、

増設も視野に入れて取り組んでいく必要がある

と考えています。 

 続いて、流通関係に対する対応ですが、まず、

流通業務団地については非常に残り区画が少な

くなって、全て引き合いがある状況です。です

から、ここについては先日、大分県と大分市の

協議の場を設けていますが、新たな工業団地の

整備についてこれから検討を進めていく必要が

あると考えています。 

尾島委員 議案の説明会のときに、大規模造成

に対する期待が高まっていることから、従来６

ヘクタール以上が１億円、今回１０ヘクタール

以上が２億円で市町村助成を厚くしたと説明が
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ありました。現在、市町村がこういった造成意

向をどう思っているのか、そういった意向実態

が分かればお願いします。 

足立企業立地推進課長 市町村の意向について

ですが、既に前向きに検討していただいている

市町村もあるので、そちらとしっかり協議して

進めたいと考えています。 

木付委員長 ほかに関連はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

猿渡委員 雇用労働政策課の関係ですが、人事

院勧告で令和３年度と４年度で約１７億８，９

００万円もの期末手当の削減が行われるわけで

すが、勧告として民間が低いから、低い方の民

間に合わせて引き下げようではなくて、本来、

低い民間を引き上げると、民間給与こそ引き上

げることが必要だと考えます。そういう立場に

立つべきではないでしょうか。それについての

見解をお聞きします。 

祖母井雇用労働政策課長 民間の給与水準の引

上げについてお答えします。 

 民間企業の給与をはじめとする労働条件につ

いては、労働基準法や最低賃金法、その他関係

法令に反しない限り、労使が自主的に決定する

こととされています。 

 その一方で、人口流出が大きな課題となって

いる本県にとって、優秀な人材確保の観点から

給与水準の引上げは重要な課題だと考えていま

す。 

 県としては、中小企業、小規模企業者の支援

策にしっかり取り組み、持続的な県経済の成長

と雇用の安定の好循環をつくり出すことで、民

間企業が給与を引き上げられる環境整備に取り

組んでいます。 

 特にコロナ禍においては、昨年、最低賃金の

大幅な引上げもありました。経営基盤が脆弱な

中小企業等の雇用や事業の継続に大きく影響す

ることが懸念されるところから、県において相

談窓口を設置するとともに、業務改善奨励金の

制度を創設し、コロナ禍で売上げが大きく減少

している事業者に対して、国の業務改善助成金

の活用を促すなど、中小企業等の生産性向上の

取組を支援してきました。 

 引き続き給与の引上げにつながる経営基盤強

化の実現に向けて、中小企業等の経営改善のた

めの各種支援策を進めたいと考えています。 

猿渡委員 給与を引き上げて国内でお金が回る

ようにしていくことがコロナ後の経済活性化に

とっても重要だと思います。今言われたように、

コロナで皆さん苦労している中で中小企業も賃

金アップが図られるような支援策が重要かと思

いますので、その方向でぜひよろしくお願いし

ます。 

小嶋委員 私から、３２ページの事業名デジタ

ルものづくり推進事業費と、それから、４６ペ

ージのおおいたＤＸ共創促進事業費に関連して

お尋ねしたいと思います。 

 まず、デジタルものづくり推進事業について

は、中小企業向けのデジタル化推進講座や人材

育成の支援があがっていますが、どのような企

業でこれを行おうとお考えなのかを含め、さら

に、このデジタルものづくり推進事業がイメー

ジアップできるよう、詳細の御説明をお願いし

たいと思います。 

 あわせて、４６ページのＤＸ推進課が行う共

創事業との関連性がないのか御説明をお願いし

たいと思います。 

島田工業振興課長 デジタルものづくり推進事

業費の詳細とおおいたＤＸ共創促進事業費との

関連性についてお答えします。 

 まず、デジタルものづくり推進事業について

ですが、県内のものづくりの中小企業がデジタ

ル化を進めるにあたっては、技術活用の面と、

これを支える人材の両面に課題があると捉えて

います。 

 このため、一つ目のデジタル技術活用の展開、

推進として、出張説明会を振興局単位で開催す

るとともに、各社のものづくり現場におけるデ

ジタル化計画の策定に対して、専門家の派遣等

の支援を行いたいと考えています。 

 続いて、デジタル化投資支援として、策定さ

れた計画のうちモデル事業となり得るもの３件

程度について、システムや機器の導入に対して

補助を行い、この結果を普及啓発していくこと

に活用したいと考えています。 
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 人材面においては、三つ目のデジタルものづ

くり人材創造塾では、６日間程度の研修を実施

することとし、各社のデジタル技術の担当者の

育成を図りたいと考えています。 

 また、四つ目のものづくり現場のデジタル化

促進講座としては、経営者等を対象にした３日

間程度の研修を通じて、デジタル化導入への理

解を深めること、そして、トップからの対応に

結び付けていきたいと考えています。 

 それぞれ研修は受講者が十分な指導を受けら

れるように、それぞれ２０名程度を考えていま

す。 

 本事業では、本県の強みであるものづくり企

業に特化してデジタル化技術の活用に向けた計

画策定から投資支援、人材育成までを集中的に

支援したいと考えています。 

 おおいたＤＸ共創促進事業費との関連ですが、

こちらの事業については多様な業種で企業とＩ

Ｔ企業などＤＸの取組を支援するパートナーと

の共創により、ＤＸに挑戦した成功事例をつく

り、様々な業種や地域に波及させ、県内のＤＸ

を推進するものです。 

 両事業、直接の関連があるわけではないです

が、デジタル化の一連の流れの中のものなので、

連携して地域経済を支えるものづくりの中小企

業の活性化を図っていきます。 

小嶋委員 ありがとうございました。ものづく

り推進事業についてはよく分かりました。 

 人材創造塾は何日間だったか教えていただき

たいのが一つ。 

 それから、おおいたＤＸ共創促進事業費につ

いて、委託料が１億３千万円ほどですが、これ

についての説明がありません。業者に委託する

ことになると思いますが、いろんなセミナーを

やったり、ＡＩのデータを駆使したり、あるい

はパートナーシップを取ったりと、かなり高水

準な引受事業者になると思います。その事業者

の選考基準と言いますか、選考にあたっての提

案型の事業者選定とか、いわゆるプロポーザル

とかになるのかどうかについて御説明いただき

たいと思います。 

島田工業振興課長 デジタルものづくり人材創

造塾ですが、６日間程度を想定し、できたら集

合研修で実際にグループワークだとかを通じて

様々なことを学んでいただきたいと考えていま

す。 

藤井ＤＸ推進課長 おおいたＤＸ共創促進事業

費の委託についてお答えします。 

 民間のＤＸを推進していく事業で、ＤＸに取

り組む企業とそれを支援するパートナー企業と

マッチングして、共創によって推進するもので

す。委託事業者については県と一緒にＤＸを推

進するパートナーと考えており、そこで我々が

期待しているものは、例えば、県内にＤＸを幅

広く推進していく機運をつくっていくような巻

き込んでいく力であるとか、あるいは企業の課

題をしっかり捉えて、それを支援するようなパ

ートナーと最適なマッチングをする目利きの力

とか、あるいはＤＸを推進したり、伴走支援す

るノウハウとか経験とか高い能力を有している

事業者を選定したいと考えています。 

小嶋委員 ありがとうございました。事情はよ

く分かりました。 

 そして、その事業者についてはかなりスキル

レベルの高いことになると思うんですが、県内

外からそういう事業者については応募を受ける

理解でよろしいでしょうか。 

藤井ＤＸ推進課長 事業を企画する段階でいろ

んな事業者と意見交換しています。我々は、県

内外問わず、この事業にふさわしいところを選

定していきたいと考えています。 

清田委員 大きく三つ質問させていただきます。 

 まずは観光政策におけるデータ調査分析デジ

タル活用関連事業についてです。 

 ８７ページの国内誘客総合推進事業費のうち、

デジタルマーケティングを活用した誘客対策に

関する経費、８８ページ宿泊事業者デジタル活

用促進事業費のうち、観光統計プラットフォー

ムの構築に関する経費、観光実態調査事業費の

うち、観光統計調査委託料、また、今度は９２

ページ、インバウンド推進事業費のうち、デジ

タルマーケティングの推進に関する経費、５点

目、９３ページのツーリズム推進基盤強化事業

費のうち、ツーリズムおおいたマーケティング
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機能等強化事業、最後、観光マーケティング推

進事業費のうち、観光客の消費動向等のデータ

収集・分析、これら６事業をトータルすると、

２億２，３８８万３千円が計上されています。

これら６事業が総合的にコーディネートされ、

施策が講じられることが必要だと考えています

が、それぞれ６事業の実施主体、また、事業間

相互の関連性について伺います。 

 続いて２点目です。概要書８９ページの観光

消費促進事業費のうち、観光案内所連携推進事

業に関する経費３９４万６千円について、これ

は継続事業であると理解していますが、これま

でにどのような効果が発現したのか、お伺いし

ます。 

 最後３点目、概要書９５ページです。 

 食観光魅力発信事業費４９９万３千円のうち、

インフルエンサー活用やＳＮＳ等での情報発信

に関する経費４０７万円について、具体的な事

業内容について教えてください。 

穴南観光政策課長 私から２点お答えします。 

 まず、データ調査分析デジタル関連の事業に

ついてです。 

 令和４年度予算の観光施策におけるＤＸ推進

は、大きく２本の柱で取組を進める方針です。 

 一つ目の柱は、宿泊事業者など民間事業者の

デジタル活用の推進です。こちらは宿泊事業者

デジタル活用促進事業費の観光統計プラットフ

ォーム及び観光実態調査事業費の観光統計調査

委託料で実施するものです。これらの取組につ

いては専門の調査会社やシステム構築業者への

委託を予定しています。 

 二つ目の柱は、データの収集分析やその結果

を活用した誘客施策の実施など、観光誘客にお

けるデジタル活用の推進です。こちらはツーリ

ズム推進基盤強化事業費、観光マーケティング

推進事業費、国内誘客総合推進事業費及びイン

バウンド推進事業費で実施するものです。 

 これらの取組については事業相互で連携させ

るため、県域のＤＭＯであるツーリズムおおい

たに委託を予定しています。 

 ２本の柱の推進にあたっては、ＤＸ推進課と

の連携、あるいはデジタルや観光分野の専門知

識を有した外部専門家の副業人材としての活用

等により、観光施策のＤＸ推進を総合的に進め

ていく予定です。 

 二つ目の観光案内所連携についてお答えしま

す。 

 これまでどのような成果があったのかという

御質問だったと思いますが、この事業は多くの

旅行者が集まる別府から県内各地へと送客する

こと。送客された観光案内所がさらに他の地域

へと送客し合うことで、旅行者の県内での滞在

時間を延ばし、もって観光消費を拡大すること

を目指しているものです。 

 この事業では、県内観光案内所間の相互送客

体制を着実に構築するため、観光案内所のスタ

ッフ同士の情報共有と関係づくりを進める交流

会を計４回、より多くの方の参加が可能になる

ようにオンライン会議システムを活用して開催

しました。 

 全ての案内所のスタッフが一堂に会する全体

交流会を開催して、その全体交流会では観光案

内所における事例共有等を行い、延べ４７施設

６５名に御参加いただきました。 

 さらに、より緊密な関係づくりを進めるため、

旬なイベント情報等を共有するブロック別交流

会を開催し、延べ４３施設６７名に御参加いた

だきました。 

 参加したスタッフの皆様からは、観光案内所

で共同イベントができたら面白い、他の施設ス

タッフとＺｏｏｍだけでなく、ぜひ会って話を

したい等の感想が寄せられ、県内各地の観光案

内所間の連携関係が強化され、情報共有も進ん

でいると認識しています。 

山﨑観光誘致促進室長 食観光魅力発信事業の

情報発信の具体的な内容についてお答えします。 

 本事業は、中九州横断道路が延伸する中、豊

肥地区が単なる通過点ではなく、目的地として

選んでいただくことができるよう魅力を発信す

るものです。 

 今年度はＤＲＩＶＥＴＯＥＡＴｉｎＨＯＵＨ

Ｉと銘打ち、２０代から３０代の女性をターゲ

ットとして、豊肥地区の道の駅全８駅において、

地域の特産品や特徴をいかした計１１種類の食
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の新規メニュー開発及び販売を実施しました。 

 また、開発した商品について県内在住の食に

特化したインスタグラマーによる投稿やＷｅｂ

広告、テレビＣＭ等により魅力を発信していま

す。これにより１０月から１２月の期間には約

３，６００食の販売につながりました。来年度

は開発したメニューのブラッシュアップを実施

するとともに、地元の関係事業者からは、道の

駅にこれまで来なかった２０代から３０代の若

者層の誘客につながったとの声を受けているた

め、引き続き若年層へ向けて食に特化したイン

フルエンサーによるＳＮＳ投稿やＷｅｂ広告、

また、機運醸成のためのテレビＣＭを実施する

予定です。 

清田委員 ありがとうございます。最初の質問

のところですけれども、２本の柱で事業者のＤ

Ｘの推進と、また、誘客へのＤＸ活用というこ

とで、この大きな２本柱がしっかり合致する中

でやっていっていただきたいと思うし、これは

結局２点目の観光案内所同士の連携にも派生し

ていくとさらにいいのかなと感じました。 

 私も常々、別府、湯布院の集客力を利用しな

がら、全県に観光客の誘客と言うか、循環をと

いうような考えが非常にいいなと思っています

ので、よろしくお願いします。 

 そしてまた、３点目、豊肥地区でインフルエ

ンサー活用、豊肥地区と言えば、某市の市長が

一番のインフルエンサーで影響力があると思っ

ていますが、それは余談として、これは豊肥地

区に特化した事業という理解でいいんでしょう

けれども、こういう事業で結果が出れば、また

室長、佐伯市もぜひともよろしくお願いしたい

と思います。 

守永委員 二つほどありますが、一つが予算概

要３４ページのドローン産業振興事業費につい

てです。 

 地域課題を解決するドローンの地域実装に要

する経費として上がっていますが、今年度まで

に検討された地域課題を取り上げてのことと思

いますが、具体的な取組内容について伺います。 

 次に、予算概要８６ページ総括表中の事業費

としていますが、ツーリズムおおいたへの委託

料についてお伺いします。事業費で観光総務費

から観光企画調整費まで合わせて６億２，１４

３万７千円が計上され、その事業としては８７

ページから事業名ごとに仕分けされていますが、

各事業の中でツーリズムおおいたへの委託料が

それぞれに含まれていると思います。その委託

料について各事業がどのくらい委託料として計

上されているのか、一覧にしていただければ分

かりやすいと思うので、それをお願いします。 

 外郭団体の経営状況資料については昨年の第

３回定例会に提出されていますが、県関与の状

況の欄に、２０２０年度については委託料が６

億４千万何がしと、２０１８年、２０１９年と

３億円前後であったものが、２０２０年から倍

増している状況になっています。手元の資料で

はそこまでしか分からないですが、２０２１年

度、そして、この２０２２年度予算、どのくら

いの金額が委託料として計上されているのか伺

います。 

 ツーリズムおおいたについては、この経理状

況調書の中でも使途不明金があったということ

で、早急な事実関係の確定と再発防止策につい

ては内容を精査し、管理体制を含めて適正な運

営の確保に向けて助言、指導を行うと記述され

ています。 

 再発防止策について、どのようなめどがつい

たのか、その辺も教えていただきたいと思いま

す。 

遠山新産業振興室長 私からドローンの地域実

装の具体的な取組内容について御説明します。 

 県では平成２９年度からドローンによる地域

課題解決の取組として、交通や移動に課題を抱

える離島、山間地において、ドローンによる物

資輸送を行う実証実験等を行ってきました。 

 本年度までに商店のない離島の津久見市無垢

島ではドローンによる商品配送をサービス化し

ました。また、山間地の佐伯市弥生では高齢化

の進む生産者の免許返納後の農作物集荷での活

用、日田市中津江村では令和２年７月豪雨での

被災経験を踏まえた救援物資配送での活用に向

けた実動訓練等を行っています。 

 ドローンの物流は、委員御案内のとおり、重
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量や天候に左右されるなど技術的な課題があり

ますが、交通や移動が困難な地域では活用が期

待されることから、来年度以降、ビジネス化も

見据え、地域での本格的な運行体制の構築を図

ります。 

 具体的には、日用生活品の配送や緊急時の物

資輸送の担い手となる地域に拠点を持つ運行事

業者を育成して、収益モデル等の検証を通じて

地域でのサービス展開を目指していきたいと考

えています。 

 ドローン技術を地域生活へしっかりと役立て

ていき、ドローンの市場を開拓することで、ド

ローン産業の振興に取り組んでいきたいと思っ

ています。 

穴南観光政策課長 委託料の推移の資料につい

ては、後ほど提供します。 

 使途不明金の再発防止策が明らかにされてい

ないまま、例年並みの予算執行について判断で

きないではないかという御質問です。 

 使途不明金の発生を受けて、ツーリズムおお

いたでは昨年７月８日に外部調査委員会を設置

し、問題発生に至った経緯の解明、公益社団法

人としてふさわしい経理事務体制の確立と再発

防止策への提言を要請したところです。 

 ツーリズムおおいたは、信頼の回復に向けて

経理事務体制の是正をできるだけ早く実施する

ために、外部調査委員会の調査過程で明らかに

なった会計処理上の問題点を基に、改善すべき

事項は、できることから直ちに改善に取り組ん

でいます。 

 具体的な改善策として、銀行印と通帳の管理

者の分離、保管場所の施錠の徹底、公認会計士

を外部監事に専任、会計ソフト入力業務の外注

などを行い、それらが着実に実施されているこ

とを確認しています。 

 ツーリズムおおいたがこれら改善策にしっか

りと取り組むとともに、県はツーリズムおおい

たに対して、大分県公社等外郭団体に関する指

導指針等に基づく指導監督を遂行していくこと

で再発防止の実行を徹底させたいと考えます。 

 ツーリズムおおいたへの事業費の増大に関連

してです。 

 令和２年度のツーリズムおおいたに対する県

委託料が前年度に比べ増加したのは、新型コロ

ナ対策の誘客プロモーションによるものです。 

 ツーリズムおおいたは、県内全市町村、観光

協会、主要な観光関連団体、事業者等で組織し

ており、事業を効果的かつ効率的に実施できる

ことから委託先としています。 

 委託料の積算にあたっては事業費に見合う執

行体制を確保するための一般管理費も計上する

とともに、契約締結に際しては事業の委託が可

能か、事前に協議を行っています。 

 ツーリズムおおいたでは、これまで法人内に

蓄積した業務ノウハウをフル活用するとともに、

県の承認を得た上で業務のアウトソーシングも

進めて、県の委託事業を確実に履行しています。 

 県としても、ツーリズムおおいたに過度の負

担とならないよう、委託先がツーリズムおおい

たでなければならない事業かどうかを十分検討

し、業務を進めたいと考えています。 

木付委員長 守永委員からただいま資料の請求

がありました。 

 お諮りします。当委員会で資料請求すること

に御異議ありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

木付委員長 それでは、資料の提出をお願いし

ます。 

守永委員 ありがとうございます。今、状況に

ついて説明いただいて、改善すべきところで列

挙した項目は、ある意味、基本的な項目かなと

いう印象も受けました。その基本的なことをし

っかりとさせていくことが重要だろうと思うし、

その辺は監督指導をぜひお願いしたいと思いま

す。 

 ちなみにさきほど新型コロナウイルス関連で

誘客のためのプロモーション予算が増大したと

いう説明だったですが、２０２１年度予算と２

０２２年度予算でどのくらいの額になっている

のか、資料として提供いただく前に、もし数字

としてお示しいただければ助かります。逆に言

うと、通常ベースに戻ったのか、まだコロナの

影響を受けて増大なのかですね。 

 さきほどツーリズムおおいたとして的確に仕
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事はこなしているんだと報告があったんですが、

急遽コロナで業務量が増えたことによって、か

なり無理がいっているのじゃないかと思います。

職員の数そのものは１８人から変わっていない

ので、負担がかかっていないかもあわせて指導

していただければと思います。よろしくお願い

します。 

木付委員長 数字分かりますか。資料提出、ど

っちですか。 

穴南観光政策課長 資料を後ほど提出したいと

思います。 

守永委員 今、精査中ということで、資料とし

て見たいと思います。よろしくお願いします。

ありがとうございました。 

平岩委員 ９４ページのサステナブル・ガスト

ロノミー推進事業費、大変横文字が長くてどう

いう意味かなと思って調べながら来ましたが、

これが５４５万６千円の予算として立てられて

います。食と食文化を中心とした風土や自然や

歴史や文化を巻き込んだものにしてやっていく 

と思いますが、具体的に今の状況がどう変わっ

て、そして、どのような姿を描いているのかを

少し詳しく教えていただきたいと思います。 

 それから、私、とても大きなテーマだと思い

ましたが、予算が５４５万６千円というのは、

このくらいの金額でできるのかなとも思ったの

で、そこを教えてください。 

山﨑観光誘致促進室長 サステナブル・ガスト

ロノミー推進事業費の今後の展望、予算規模に

ついてお答えします。 

 本事業は、大分県ならではの持続可能な食文

化、サステナブル・ガストロノミーを構築する

ため、産学官が連携して食文化の再評価や、料

理人、生産者等をつなぐ交流の場づくり等を実

施するものです。 

 昨年１１月には臼杵市がユネスコ創造都市ネ

ットワークへの食文化部門に加盟認定されたこ

とから、今年１月には中部振興局を中心に様々

な関係者からなるサステナブル・ガストロノミ

ー研究会を設置しました。 

 委員が御指摘のように、持続可能な食文化は

大変注目を浴びている観光の重要テーマである

と認識しています。まずは本研究会で議論を重

ね、本県ならではの持続可能な食文化について

検討していきたいと考えています。 

 それと予算規模については、まず、地域を限

定して中部振興局エリアでやってみて、効果が

あれば、補正予算で県全体に広げていければと

今考えています。よろしくお願いします。 

平岩委員 初めてのことなので、とても理解す

るのが難しいなと思いますが、どうしても食を

中心に考えていくんですね。そうすると、食材

が大きな位置を占めるのかなと。今回は研究会

を立ち上げ、そこで一生懸命研究していくとい

うことですが、その中心となる話題はやはり食

材が中心になると思っています。 

 それにこだわりを持った料理人が関わってく

ると思いますが、そこをどう選んでいくのか。

研究会の中で話し合っていくとは思いますが、

そこがどう選ばれていくのか。 

 それから、料理をする人もいるけど、食材の

生産、作っている方たちがいると思うんですね。

その生産者の人たちとどう結び付けていくのか

な。今日のお話では、それをまず研究していく

と伺いましたが、関あじ、関さば、なし、豊後

牛と、有名なものを頭の中で描きながら、そう

いうものとどう結び付けていくのかなと考えま

す。 

 それと、食材に関して考えれば、農林水産部

との関わりも大きくなっていくと思いますが、

そのあたりのお考えとか見通しとかあったら教

えてください。 

山﨑観光誘致促進室長 委員御指摘のとおり、

やはり大分の食材は非常に重要な意味を持ちま

す。有機農法とかを使って生産するこだわりの

生産者と大分の食文化を知っている料理人、県

内にいるそういう方を募って交流会をしながら

ネットワークを広げていく。そうすることによ

って、またコラボの形が見えてくると思います。 

 それと、一般の方たちについては、そうした

生産者と料理人のコラボによる食のイベント等

で消費者意識の向上とか環境に配慮した消費行

動の促進、そういったものを図っていきたいと

思っています。 
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 当然、食材なので、農林水産物を所管してい

る農林水産部と連携しながらやっていくつもり

です。よろしくお願いします。 

平岩委員 ありがとうございました。要望とし

てお伝えしたいと思います。お話を伺っていて、

大分県にある本当に大切な、昔からつくられた

歴史的な文化も風土もあるものを使っていくと

いうことで、私は臼杵市が選ばれたときに、あ

れが選ばれたんだな、すごいなと思いました。

そういうものともコラボしていくと思いますが、

一部の非常にハイソサイエティーのある人たち

が理解していくのではなく、本当に土着の県民

の方たちが自分たちの身近にある素材や、その

文化がすばらしいことをみんなで理解し、みん

なが大分県のものを大切に、また再発見してい

くと一番いいなとも思いました。 

 私の知り合いにも大分県の昔野菜を熱心に研

究している人もいるので、またそんなことも情

報提供しながら、いろんなところにアプローチ

していただきたいと思います。要望です。お願

いします。 

馬場委員 よろしくお願いします。 

 ８２ページのおおいた若者就職・定着応援事

業費とシニア雇用推進事業費について、二つ質

問します。 

 まず１点目は、ジョブカフェおおいた本セン

ターとサテライトの就職相談状況と、実際に就

職している数はどのようになっているのか教え

てください。 

 それから、シニア雇用推進事業費については

九州・山口７０歳現役社会推進大会が開催され

るということで、その詳細について教えてくだ

さい。 

祖母井雇用労働政策課長 ２点御質問いただき

ました。 

 まず１点目、ジョブカフェおおいた本センタ

ー及びサテライトの相談状況、就職状況につい

てお答えします。 

 本センターについては、令和４年２月末時点

で相談件数が３，７４９件、就職者数が３２４

人となっています。 

 それからサテライト、別府、中津、日田、佐

伯と四つありますが、その合計で令和４年２月

末時点で相談件数は３，３４２件、就職者数は

２７７人となっています。 

 昨年度から新型コロナの影響により、来所す

る相談者が少なくなり、一方で電話、メール、

Ｚｏｏｍなどの相談が増えています。エントリ

ーシートの添削や模擬面接についてもオンライ

ン化の傾向が出てきています。 

 就職については、求人と求職のアンバランス

に加え、様々な事情を抱えた相談者も多く、就

職までに時間を要するケースも多いようです。 

 その中で利用者から、相談員が一緒に考えて

形にしてくれたので、面接試験でも自分の素直

な気持ちをアピールすることができたなどのお

声をいただいており、引き続き相談員が一人一

人に寄り添った対応をすることで、若者の早期

就職、職場定着につなげていきたいと考えてい

ます。 

 ２点目です。九州・山口７０歳現役社会推進

大会の詳細についてお答えします。 

 年齢に関わりなく活躍し続けることができる

７０歳現役社会を実現し、地域経済の活性化を

図るため、平成２７年６月に九州・山口の各県

及び経済団体、労働団体等で構成される九州・

山口７０歳現役社会推進協議会が設置されてい

ます。この協議会の取組の一環として、７０歳

現役社会を推進する機運を高め、意識改革、理

解促進を図るため、平成２９年から各県持ち回

りで九州・山口７０歳現役社会推進大会を開催

しています。 

 今年度は熊本県でありましたが、熊本大会か

ら高齢者の雇用促進に積極的に取り組んでいる

企業等を表彰することになり、本県からは別府

市のビルメンテナンス業の株式会社美装管理が

選ばれました。来年度、本県が開催県となって

おり、１０月に開催する予定ですが、優良企業

表彰のほか、事例発表や講演会等を計画してい

ます。 

馬場委員 ありがとうございました。 

 本センターで３２４人、サテライトで２７７

人の若者が就職できたことが分かりましたが、

一つだけ、ジョブカフェおおいたもできてから
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かなり期間がたっています。かなり厳しいひき

こもりの方とか、障がいのある方だとか含めて、

ここに相談に行って、寄り添った形で就職へ結

び付けていると思います。ただ、例えば、中津

はどこにあるのかなと、ある場所がですね。今

はコロナでかなり厳しい状況もあるかも分かり

ませんが、場所の周知ということが一つ。 

 それから、例えば、学校の連携とか、さきほ

ど生活環境部であった、ひきこもりの支援セン

ターとの連携とか、そういう周知は、どうされ

ているのかお尋ねします。 

祖母井雇用労働政策課長 ジョブカフェおおい

たの周知と関係機関との連携についてお答えし

ます。 

 まず、ジョブカフェの周知については、今、

中津のお話が出ましたが、中津は商工会議所に

委託して、商工会議所の１階で相談対応してい

ます。そういった部分について、パンフレット

等を作り、ハローワークとか、若者に届くよう

に周知を進めています。 

 それから、キャリア教育の推進で学校にお邪

魔してジョブカフェの周知をしています。 

 それから、ひきこもりの方などの対応につい

ても、そういった関係の機関としっかり連携を

取りながら、ジョブカフェおおいたでは就職意

欲のある方についてしっかり伴走型で支援して

いく形で進めています。 

木付委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。 

 ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。 

河野委員 ありがとうございます。２点につい

て伺います。 

 代表質問でも触れました。現在、正に不況下

の物価上昇で、県内産業にも大きな影響が出て

くる可能性がある。特に４月以降に物品の値上

げが連続して非常に大きな範囲で行われる。そ

れに加え、今回のウクライナ侵攻に伴う世界経

済の縮小傾向が重なることで、これについては

県内の中小企業はじめ、ものづくり産業であっ

たり、食品産業、あるいは飲食業の皆様にも原

材料高という形で直撃をしてくることです。 

 こういったことから、金融政策、１７ページ

の制度融資等もあるとは思いますが、実際に必

要とされているのは代わりとなる仕入先を紹介

してもらいたいとか、適正な価格で仕入れの値

段が上がった部分を価格に転嫁できる方策を具

体的に示してもらいたいとか、急激な収益の減

少によって雇用をどうしたら維持できるかとか、

本当に様々な声があるかと思っています。 

 こういったことについて総合的な、パッケー

ジ的な対策が必要かと私は思っています。今回

の予算の中で具体的にそういったことがどう盛

り込まれているのか伺いたいと思います。 

 続いて、８４ページの県北地域外国人労働者

就業環境等整備促進事業費、これは地域枠です

が、例えば、観光の地域枠の事業は、それぞれ

の地域の観光特性、いわゆる観光資源としてア

ピールできるものをさらに強化していくものが

多いわけです。県北で外国人労働者の就業環境

を特に改善させるための事業ですが、具体的に

どのような状況や課題があって、それに対して

どのような対策を講じようとしているのか聞か

せてください。お願いします。 

岩尾商工観光労働企画課長 最初の御質問です。

原材料高、あるいはウクライナ侵攻、いろいろ

非常に厳しい状況になっている中で、パッケー

ジ的にどう対応していくのかというお話でした。 

 来年度の新規予算では各課で対策を取ってい

るし、国もかなり支援策を充実させているので、

そういったものを複合的に、それぞれの事業者

にどういった支援策が必要であるかは県内の商

工団体が伴走型で支援する中で必要な支援策を

引き出して対応したいと思っています。私ども

もそういった各商工団体に寄せられている情報

については月２回ほど収集し、どういう状況に

なっているか、つぶさに確認しているので、そ

ういった情報も得ながら、支援策が追加で必要

であれば、機動的に検討できないかと思ってい

ます。 

祖母井雇用労働政策課長 続いて、県北地域外

国人労働者就業環境等整備促進事業費について

お答えします。 

 北部振興局の地域課題枠ですが、県北地域に

は外国人の受入割合が他の地域よりも高く、重



- 38 - 

要な戦力になっています。北部地域は人口の１．

１％ぐらいの割合となっており、他の地域が０．

何％ですが、特に他の地域よりも高いところが

あります。 

 その中でやはり外国人に選ばれる地域となる

ためには、外国人が安心して働くことができる

環境をつくることが大切であることから、就業

環境、生活環境を整える企業に対して支援して

いきます。 

河野委員 ありがとうございます。急激な環境

悪化にさらされる県内企業をどう支援していく

のか、これは国の支援策も含め、県でも独自の

策を講じていく必要があると思います。 

 その意味で、さきほど毎月情報収集されてい

るというお話がありましたが、それに対して機

敏に補正等の編成等も含めて対応していただき

たい。これは要望です。 

 それから、県北の外国人の問題です。外国人

の労働者が多い地域だからという話であったよ

うに思いますが、共生社会という形を考えてい

かざるを得ない、人口減少の中で働き手も減少

していく中で、外国人に頼る産業構造に徐々に

シフトしていく。その中にあって、県北でまず

はこれをやってみて、具体的なモデルケースに

するのかなとも思うわけですが、ぜひそういっ

たことを他の地域にしっかり反映できる形で検

証していただければと思います。要望でした。 

衛藤委員 予算概要６０ページ、県産品販路拡

大サポート事業費、そして６２ページ、県産加

工品食品海外展開サポート事業費について伺い

ます。 

 これら県産品の販売サポート事業の中にオン

ライン商談会等が含まれていますが、ｅコマー

スのサポートメニューが含まれていないように

見受けられます。コロナ禍を経てｅコマースに

よる県産品販路拡大の需要が一層高まる中で、

このような重要な支援メニューは含まれてしか

るべきだと考えますが、入っていない理由とお

考えについて見解を伺います。 

田北商業・サービス業振興課長 ｅコマース、

ＥＣによる県産品の販路拡大についてお答えし

ます。 

 県として国内ＥＣの政策として、クーポン事

業を国の補正予算を活用して、令和２年度、令

和３年度にＷｅｂ物産展として実施しています。

令和２年度には延べ１９６事業者が、そして令

和３年度は２月２７日時点ですが、延べ３４０

事業者が参加していただいて、売上げも大きく

伸ばしています。こういうコロナ禍において喫

緊の県産品の消費喚起対策としては非常に有効

と認識しています。 

 令和４年度の当初予算としては、海外におい

ては越境ＥＣを活用して企業の海外展開のファ

ーストステップ等についての支援をすることと

しています。しかし、国内のＥＣについて計上

はしていません。 

 ＥＣ市場は今現在国内で１９兆円の見込みに

なると言われていますが、県産品のさらなる販

路拡大に向けては地域事業者がこのＥＣの取組

に挑戦するのは非常に重要と我々も認識してい

ます。 

 これまでも国の持続化補助金とか県のＩＴ補

助金等のほかに、よろず支援拠点、そして商工

団体による経営のアドバイスなどで支援を行っ

ていますが、事業者の行う出展、出品、そして

スキル向上、こういったものに対して様々な面

からＥＣに積極的に挑戦する事業者を引き続き

後押ししていきたいと考えています。 

 また、今後についても県としてどのような支

援策が有効であるかといったことを事業者の声

も聞きながら、しっかり支援の展開の在り方を

検討していきたいと考えています。 

衛藤委員 ありがとうございます。さきほどＥ

Ｃ市場が１９兆円というお話がありました。コ

ロナ禍を経てＥＣの需要ははっきりと地場を固

めたと思っています。この流れは不可逆的なも

のだと思うし、特にクーポン事業の有効性は今

回かなり認められたと思います。各自治体が今

クーポンを含めていろんな形で競争の後押しを、

県産品の販売にかけて各自治体は競争していま

す。 

 この中で大分県だけがクーポン事業を外して

しまうと、競争におけるイコールフッティング

と意味では大きく後退してしまうことになると
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思います。そういう観点からもぜひまた今後ク

ーポン事業についてはさらに御検討いただけれ

ばと思います。どうぞよろしくお願いします。 

木付委員長 ほかにありますか。 

井上（伸）委員 要望です。以前お話ししまし

たが、あまり動きがないので。 

 ９２ページの広域ツーリズム推進事業費の中

でぜひともやっていただきたいと思いますが、

アニメツアーですね。例えば、大分県において

は進撃の巨人、それから、他県でもありますよ

ね、今後ともアニメの関係がね。連携して３県

を回るとか、そういったアニメツアーをやる、

いわゆる広域観光推進組織としてそういったお

話をしてもらうといいなと思うんですね。これ

は大分県の場合でしょうけれども、これだけ３，

７００万円の予算を組み、そしてまた、広域連

合の推進という組織の中でできれば、そういっ

たものを提案して、やりましょうよという話を

盛り上げるようにしていただければ、また観光

振興につながるのではないかと思います。いわ

ゆるアニメツアーを計画したらどうかという要

望、提案です。ぜひとも協議してもらいたいと

思います。 

 それから、９６ページは後でいいですから説

明ください。西部地域の関係と奧日田のどうの

こうのと書いていますので、その説明をお願い

します。西部地域そとあそびスポット周遊促進

事業費ですか、その内容を後でいいですから説

明ください。 

山﨑観光誘致促進室長 これは日田、玖珠、九

重アウトドア観光の魅力を発信して、あわせて

イベントやモニターツアーを開催するものです。 

 まず、西部振興局で日田のいろんなアクティ

ビティを楽しむことが情報収集できるオーワ！

というサイトを立ち上げています。このサイト

を通じていろんな日田のアクティビティを発信

し、またアウトドアの情報発信について、イベ

ントの中ですが、フォトキャンペーンで投稿の

あった写真などを掲載しています。さらに大分

だけではなく、福岡のｄｏt．等で大手ギャラ

リーイベントでトークショーを関係市町村と一

緒に行ってＰＲする。そういったことによって

西部地域に新たな誘客を図る事業です。 

木付委員長 ほかに御質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

木付委員長 ほかに質疑もないので、これをも

って商工観光労働部関係予算に対する質疑を終

わります。 

 以上で本日の審査日程は終わりました。 

 次会は明１５日午前１０時から本議場で開き

ます。 

 これをもって、本日の委員会を終わります。

お疲れ様でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


